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（評価書の要旨）                               

テーマ名 総合保養地域の整備 

－リゾート法の今日的考察－ 

担当部局 都市・地域整備局、総合

政策局、観光部、港湾局 

評価の目的、

必要性 

法施行後の社会経済情勢の変化等により、特定施設の中には、経営上問題が生じた事

例も見受けられ、また、基本構想に位置づけられた特定施設の整備進捗状況も一般に

低いのが現状である。このように、総合保養地域整備を取り巻く状況が変化している

ことを踏まえ、 

①これまでの総合保養地域整備に関する成果や課題を考察するとともに、 

②今後の総合保養地域整備のあり方を再検討した。 

対象政策 総合保養地域整備法（リゾート法）、同法に基づく基本方針、基本構想、各地域にお

ける具体的な取組 

政策の目的 ゆとりある国民生活のための利便の増進 

総合保養地域及びその周辺の地域の振興 

評価の視点 地域や事例の考察により、総合保養地域に係る政策のあり方を総合的に評価 

①地元の創意工夫により成果を上げている事例、問題が生じた事例の要因 

②基本構想の基本方針への適合性（コンプライアンス評価） 

③特定施設の整備状況（アウトプット評価） 

④政策目標の達成状況（アウトカム評価） 

⑤各地域における、特色づくり、来訪者の立場に立った取組、地域間交流の状況 

評価手法 以下の手法により評価 

①地元の創意工夫により成果を上げている事例、問題が生じた事例（法の対象外の地

域に存する事例を含む）に係るケーススタディ 

②各地域の取組状況に係るヒアリング調査 

③各地域に係る計数分析 

・特定施設の整備数、利用者、宿泊者、雇用者及び売上高の調査 

・当初見通しとの比較 

・時系列分析 

・全国の観光動向との比較 

・波及効果に係る調査  

評価結果 ①需要の見誤りにより巨大・豪華な投資が行われ、経営上問題が生じた事例が見られ

る。 

（事例）Ａスキーリゾートではホテル６棟のうち３棟がスイートルームのみの棟 

②特定施設の整備や利用、特定施設での雇用は当初見通しと比べバラツキはあるが一

般に進んでいない。 

・特定施設の整備進捗率（供用中＋整備中／合計） 

               ５６～５％ 平均２３．８％（平成１４年１月） 

・特定施設の利用者数の当初見通し比 

１３４～５％ 平均４２．８％（平成１３年度） 

・特定施設の雇用者数の当初見通し比 

８６～４％ 平均２１．８％（平成１４年４月） 

③体験講座の実施、年間を通じたイベント開催等様々な創意工夫をこらした取組が成

果を上げている要因といえる。 

（事例）滋賀県・マキノピックランドでは、地元雇用者による親切な対応や地元の農 

 業従事者のアイデアも取り入れたニーズにあった事業の展開（果実狩り、自然観察 



等）などにより、平成１３年度は約１０万人が利用（前年度の倍）。 

また、問題が生じた事例でも、その後後継企業等の経営努力により、経営は好転し、 

地域の振興に大きく貢献しているものも出てきている。 

④特定施設の利用者数や宿泊者数は全国の伸びを上回って推移している。 

・特定施設の利用者数 平成１３年度 １０１．７（全国９３．２） 

                      （いずれも平成６年度＝１００） 

バラツキあり：２７４．３～５３．０ 

・特定施設の宿泊者数 平成１３年度 １３６．０（全国８９．１） 

（いずれも平成６年度＝１００） 

⑤特定施設の雇用者数や売上高が地域経済に対し一定の役割を果たしている地域も

ある。 

・特定施設雇用者の特定地域従業者に対する割合 

福井県：３．１％、北海道富良野・大雪：３．０％など（平成１１年）  

（注：全国の全就業者で約３％のものは電気機械製造業、金融保険業、公務である） 

・特定施設売上高の特定地域小売業販売額に対する割合 

  沖縄県：１２．４％、三重県：８．１％など（平成１１年） 

⑥自然的特色や歴史・文化的特色を活かすことはもちろん、地域の関係者の積極的な

取組により、地域の特色や魅力をさらに高めている地域もある。 

（事例） 

・若旦那会、若女将会などの後継者によるそぞろ歩きのできる温泉街づくり、情緒

づくり活動（宮城県） 

・地元のそば屋による手打ちそばの会の設立、「日本そば博覧会」の開催（栃木県） 

⑦来訪者の立場に立ったサービスを提供するため、地域住民やＮＰＯが活躍し、ソフ

ト機能の充実が進みつつある。 

（事例） 

・体の不自由な方で単独での観光は困難な個人及びグループが観光する際に「ふら

のガイドヘルプ」（ボランティア）が同行し、介助と観光案内を実施（北海道富

良野） 

・日光市では外国人旅行者に対する観光案内のためにボランティア通訳が対応（日

光ＳＧＧ倶楽部、栃木県） 

政策への反映

の方向 

1)評価結果を真摯に受け止め、地に足のついた総合保養地域整備を展開 

①基本構想の見直し（基本方針、基本構想の見直し） 

・現時点でのニーズを踏まえて、特定施設・重点整備地区・基本構想自体の廃止や

削除も含めた再検討 

②チェック機能の強化（基本方針、基本構想の見直し） 

・政策評価の定期的実施 

③時間管理概念の導入・徹底（基本方針、基本構想の見直し） 

・整備の工程表の策定 

2)来訪者の立場に立ったサービスの提供ができるよう、総合保養地域の機能の充実

（ソフト面の充実）。地域間交流の促進 

①地域の独自の魅力の追求、情報流通の円滑化、運営・経営上の工夫、人材の育成 

②行政、ＮＰＯ、地域住民、民間事業者の連携の強化 

③地域間交流の促進 

④連続休暇を取得しやすい環境づくり 



第三者の知見

活用 

・有識者等からなる「総合保養地域に関する懇談会」を計６回開催し、意見を聴取（懇

談会の委員は以下のとおり。また、議事概要は、評価書巻末の「総合保養地域に関

する懇談会関係資料」に記載）。 
（委員） 
梅澤 忠雄  東京大学大学院工学系研究科客員教授（座長） 
大住莊四郎  新潟大学経済学部教授 
加森 公継  加森観光（株）専務取締役 
近藤 健雄  日本大学理工学部海洋建築工学科教授 
佐野 光成  山梨県勝沼町ぶどうの丘事業管理者 
武林  弘  ハウステンボス（株）管理部門役員付参事 
鶴岡 憲一  読売新聞東京本社編集委員 
根本 敏則  一橋大学大学院商学研究科教授 
原  重一  財団法人日本交通公社常務理事 
樋口 勝典  三重県農林水産商工部長 
マリ クリスティーヌ  異文化コミュニケーター 
向井 清史  名古屋市立大学経済学部教授 
廻  洋子  淑徳大学国際コミュニケーション学部経営環境学科講師 
安島 博幸  立教大学観光学部観光学科教授（副座長） 

・評価書の作成にあたり、国土交通省政策評価会から意見を聴取（議事概要及び議事

録は、国土交通省ホームページに掲載）。 

実施時期 平成１３年度～平成１４年度 
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まえがき

国土交通省「国土交通白書～改革への挑戦～ （2002）は、国土交通省の２１世紀の行」

政のあり方について次のように述べている。

従来型の行政手法を抜本的に改革し、新たな発想に立った２１世紀型の国土交通行

政の体系へと再構築していく必要がある。

そのためには、国土交通行政に携わる職員一人ひとりが、国土交通行政の究極の目

、 、的は国民の幸せの実現であることを常に意識し 自らの変革に積極的に取り組むこと

そして、ストックの有効活用など新たな発想に立って創意工夫を凝らすことが大切で

ある。

改革は未だ途上であり、新たな潮流を的確に分析・把握するとともに、広く国民の

意見を取り入れながら２１世紀にふさわしい新たな仕組みの一層の整備・充実を図

り、国土交通省に課せられた使命をしっかりと果たすことができるよう、英知を結集

していかなければならない。

国土交通省「平成１３年度国土交通省政策評価年次報告書～行政のマネジメント改革を

めざして～ （2002）は、改革を実現する最も重要なツールとして「政策評価」を挙げて」

。 、 「 」、いる 同書ではさらに 政策評価の基本的な理念として 国民本位の行政を実現すること

「省全体の目標や戦略と連動させること 「成果主義への転換を進めること 「職員の意」、 」、

識改革につなげること」を掲げ、こうした理念はより効率的で質の高い行政サービスの提

供を目指す「ニュー・パブリック・マネジメント（ＮＰＭ 」の思想に由来するものであ）

る、としている。

本政策評価書は、こうしたＮＰＭの思想を踏まえた上で、平成１３～１４年度のプログ

ラム評価テーマ「総合保養地域の整備～リゾート法の今日的考察～」について検討するこ

とを目的とするものである。上述の政策評価の基本的な理念との関係では、この検討にあ

、 （ ）。たり 総合保養地域整備の目標及びその成果を明らかにすることが求められる 成果主義

その目標及び成果は、国民生活に結びつくものでなくてはならない（国民本位の行政 。）

また、国土交通行政の目標の中の「自立した個人のいきいきした暮らしの実現 「多様性」、

のある地域の形成」などにも沿うものであるべきである（省全体の目標との連動 。さら）

に、本政策評価書は、当然のことながら、今後の政策運営に生かされていくことが期待さ

れる。その過程では、以上の三つの基本理念が再認識されるであろうし、職員の意識改革

も推し進められるであろう。
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以下Ⅰでは、政策評価の対象となる「総合保養地域整備のための施策」を示す。Ⅱ「総

合保養地域整備の評価」においては、本政策評価書におけるプログラム評価の方法論を述

べた後、実際に政策評価を行う。Ⅲ「総合保養地域に係る今後の施策の考え方」では政策

評価の結果を踏まえて総合保養地域に係る施策についての基本的考え方を示す。Ⅳ「今後

の総合保養地域の施策」では、Ⅲを踏まえた施策を示す。最後に、全体のまとめを「おわ

りに」で示す。
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Ⅰ．総合保養地域整備のための施策（評価の対象となる事実）

１．総合保養地域整備法制定の目的と背景、法の内容

(1) 法制定の目的と背景

総合保養地域整備法は、昭和６２年５月成立し、６月に公布された。法律に示さ

れた法の目的は「ゆとりある国民生活の実現 「地域振興」であったが、その国会」、

審議においては、以上の二つに加え当時の国土庁長官より「内需振興」も挙げられ

ている（昭和６２年５月１４日、参議院建設委員会における答弁。以下では国土庁

長官答弁と称する 。以下、目的について詳しく見るとともに、それぞれの背景を。）

検討する。

1) ゆとりある国民生活の実現

この点について、国土庁長官答弁は、以下のとおりである。

近年において自由時間の増大とか生活様式の多様化などに伴いまして、国

、 、民の中には自然との触れ合い 健康の維持増進あるいは創造的活動とか地域

世代を超えた交流のニーズの高まりが起きておることは御存知のとおりでご

ざいまして、さらに人生八十年時代にふさわしいゆとりのある国民生活の実

現をするということを目指しておるのが一つの大きな目標でございます。

当時、我が国の労働時間の長さは国際的にも批判されていた。例えば、労働省

（1987）によれば、1985年の我が国の製造業生産労働者の年間総実労働時間は

2,168時間であり、アメリカ、イギリスの1,900時間台、西ドイツ、フランスの

1,600時間台と比べてかなり長くなっていた 。一方、国民の経済的な豊か（図１）

さは次第に実現し、ゆとりある生活や余暇の充実に対する要望が増大していた。

総理府（現：内閣府）の調査によれば 「国民が今後の生活に力点を置く項目」、

図では 昭和５８年以降 レジャー・余暇生活 が連続して第一位となっていた、 「 」 （

。２）

我が国においては、古くから、比較的長期間の余暇活動として、農閑期におけ

る湯治の習慣や全国からのお伊勢参り等があったが、産業の近代化の過程で農業

従事者が減少し、都市化とともに労働者のサラリーマン化が進展するにつれ、ま

とまった休暇を取ることが困難となってこれらの活動も衰退し、その後は比較的

短期間の周遊型や慰安型の観光活動が盛んとなっていった。一方、この間欧米諸

国においては、労働者対策として連続休暇制度の整備や一般大衆が低廉に利用で

きるリゾート地の開発が行われ、仕事中心の日常生活とは別の第２の生活の場と

して滞在型余暇活動を楽しむライフスタイルが定着することとなった。

総合保養地域整備法が目指したゆとりある国民生活は、こうした欧米諸国にお

いてライフスタイルの一部として定着している滞在型の余暇活動を我が国に普及

させ、広く国民の生活にメリハリを利かせて人生にゆとりと潤いを与えることで

あり、そのための滞在空間が総合保養地域であった。
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2) 地域振興

この点について、国土庁長官答弁では「経済のサービス化の進展等産業構造の

変化に伴う第三次産業を中心とした新たな地域振興」となっている。さらに、地

域振興について政府委員は次のような答弁を行っている。

それから、リゾート地域の整備が地域振興にどのように役立つかというこ

とでございますが、大きく分けて一つは経済的な効果がございます。もう一

つは非経済的な効果がございますが、まず経済的な効果としてはスポーツ、

レクリエーション施設、教養文化施設などのいわゆるリゾート関連施設の整

備に伴う直接的な建設投資が期待されます。それから二番目に、整備された

、 、後は地域の雇用が拡大するとともに 滞在者等が消費をそこで行いますから

そういう消費需要の拡大の波及効果として、地域のリゾート産業、農林水産

業、１．５次産業あるいは地場産業等の地元の関連産業が振興されることに

つながるということになろうかと思われます。

それから、非経済的な効果としては、このリゾート地域の整備によって地

域イメージが向上するとか、あるいはイベントやコンベンション等の開催が

一層そのリゾート地域で行われる、それを通じて人的交流が盛んになるとい

うことによって地域社会全体が活性化されるというような効果が期待できる

というように思っております。

当時、素材型産業の不振、経済のソフト化・サービス化・情報化、公共投資の

抑制により地域間の所得格差が広がりつつあった。例えば昭和５０年代後半、公

共投資依存度の低い東京、大阪では実質県民総支出伸び率は昭和５０年代前半に

比べ高まっていたが、公共投資依存度の高い県では低下していた 。地域（図３）

間の所得格差は一人当たり県民所得の変動係数でみて拡大し、三大都市圏への人

口流入が増大しつつあった 。このため、地方では「将来の不安」が大き（図４）

くなり、経済活性化の新たな手段が求められたのである。

3) 内需振興

当時、我が国の経常収支の大幅黒字が問題とされており 「我が国の構造調整、

という画期的な施策を実施し、国際協調型経済構造への変革を図ることが急務」

（昭和６１年４月 「国際協調のための経済構造調整研究会」報告書。通称「前、

川レポート ）とされた。その際 「国際協調型経済を実現し、国際国家日本を指」 、

向していくためには、内需主導型の経済成長を図るとともに、輸出入・産業構造

の抜本的な転換を推進していくことが不可欠である （同報告書）とされた。こ」

のように、経済構造調整のため、内需振興が必要とされた。

さらに、総合保養地域整備の手段として「民間事業者の能力の活用 （法第１」

条）が掲げられている。法制定時の国土庁長官の答弁では 「民間の創意工夫、、

経営力の利用、そのために必要な税あるいは財政、金融上の措置による円滑な運
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営」が期待されている。また、従来からリゾート施設は民間が中心となって整備

されてきたことや、当時の厳しい財政状況から国及び地方公共団体が積極的に整

備を行うとは考えにくいこともあったものとみられる。なお、法制定と前後して

まとめられた「緊急経済対策 （昭和６２年５月２９日）においても 「民間活力」 、

」 「 、 、の活用 の項で 総合保養地域整備法に基づき 早急に基本方針の策定等を行い

総合保養地域の整備の積極的な推進を図る」とされているところである。さらに

法制定時の国会審議においては、民間資金をリゾート整備に活用するため 「リ、

ゾート債」の創設が提案されている。

(2) 法の主要な内容

法の主要な内容は以下のとおりである（法の条文及び法制定時における国土庁長

官による趣旨説明による 。。）

1) 地域（法第３条）

整備の対象となる地域は、

・良好な自然条件を有する土地を含み、かつ、特定施設 の総合的な整備を行う1)

ことができる相当規模の地域であること

・自然的経済的社会的条件からみて一体として（法）第１条に規定する整備を図

ることが相当と認められる地域であること

・特定施設の用に供する土地の確保が容易であること

・産業及び人口の集積の程度が著しく高い地域であって政令（総合保養地域整備

法施行令）で定めるもの以外の地域であること

・特定民間施設 の整備の状況及び見込み並びに国民の利用上必要な立地条件か2)

らみて相当程度の特定民間施設の整備が確実と見込まれる地域であること

の要件に該当するものであること（ 特定地域」と称される 。「 。）

、 、 。注１）総合保養地域におけるスポーツ 教養文化活動 休養等の多様な活動に資する各種施設

１号施設：スポーツ又はレクリエーション施設、２号施設：教養文化施設、３号施設：休

養施設、４号施設：集会施設、５号施設：宿泊施設、６号施設：交通施設、７号施設：販

売施設、８号施設：その他施設がある。

特定施設のうち民間事業者が設置及び運営する施設。注２）

2) 基本方針（法第４条）

、 、 、主務大臣 は 総合保養地域整備の基本的事項 特定地域の設定に関する事項3)

重点整備地区（特定施設の整備を特に促進することが適当と認められる地区）の

設定に関する事項、総合保養地域整備に当たっての配慮事項等、総合保養地域整

備に関するガイドラインとなるべき「総合保養地域整備に関する基本方針 （以」

下「基本方針」という ）を定める。。

、 、 、 、 、 、 。注３）法制定当時は 国土庁 農林水産大臣 通商産業大臣 運輸大臣 建設大臣 自治大臣

平成１３年１月の省庁再編以後は、総務大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大

臣。
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3) 基本構想の作成等（法第５条）

都道府県は基本方針に基づき、特定地域について基本構想を作成し、主務大臣

。 、 、 、の承認を申請することができる 基本構想においては 対象地域 整備の方針4)

重点整備地区の区域及び区域ごとの整備の方針、重点整備地区において整備され

る特定施設に関する事項、公共施設の整備の方針に関する事項、整備の一環とし

て推進すべき産業の振興に関する事項、特定施設及び公共施設の整備に必要な土

地の確保に関連した農用地の整備に関する事項、自然環境の保全との調和・農林

漁業の健全な発展との調和・居住機能との調和・観光業の健全な発展・地価の安

定などの配慮すべき事項について定める。

平成１２年４月の地方分権推進一括法施行後は、主務大臣の同意となった。注４）

4) 基本構想の実施等及び支援措置（法第７～第１５条）

基本構想が承認（同意）されたときは、都道府県は、関係民間事業者の能力を

活用しつつ、基本構想に基づいて計画的に整備に努めなければならない。

総合保養地域の整備に関しては、税制、財政、金融上の支援措置等が講じられ

る。具体的に行われているものは、

① 一定の特定民間施設の整備に対する税制上の特例措置（特別償却制度、特別

土地保有税の非課税措置等）及び金融上の特例措置（政府系金融機関による低

利融資・無利子貸付け）

② 地方公共団体が、一定の特定民間施設の整備に対して不動産取得税又は固定

資産税の不均一課税を行った場合の地方交付税による減収補てん措置

③ 地方公共団体が、民間事業者に対して出資、補助等を行った場合の、助成に

要する経費に係る地方債の特例措置

④ 国及び地方公共団体による、必要な公共施設の整備促進の努力

⑤ 農地法等による処分についての配慮、国有林野の活用等についての配慮

などとなっている（詳細は を参照 。別添参考資料１ ）

なお、法の概要は のように図示することができる。別添参考資料２

２．基本方針の内容

法を受けて、昭和６２年１０月「総合保養地域整備法第１条に規定する整備に関す

る基本方針」が策定された。

内容としては「総合保養地域の整備に関する基本的な事項 「特定地域の設定に関」、

する事項 「重点整備地区の設定に関する事項 「特定施設の設置及び特定民間施設」、 」、

の運営に関する事項 「公共施設の整備の方針に関する事項 「総合保養地域の整備」、 」、

の一環として推進すべき産業の振興に関する事項」及び「配慮すべき重要事項」から

別添参考資なっている。以下、それぞれの項目について述べる（基本方針については

も参照されたい 。料３ ）

(1) 総合保養地域の整備に関する基本的な事項

意義及び理念、総合保養地域の性格及び機能、総合保養地域の整備の進め方が記
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されている。

1) 意義及び理念

余暇活動に対する国民の需要の増大、第三次産業を中心とした新たな地域振興

策の展開の必要性、内需の拡大の必要性、民間事業者の経営力・企画力等の活用

に重点を置くことなどが述べられている

2) 総合保養地域の性格及び機能

「相当規模の区域に、特定施設の整備を特に促進することが適当と認められる

地区（重点整備地区）が数箇所程度存在し、それらが相互に有機的な連携を有す

る一体的な地域であること」等とされている。

3) 総合保養地域の整備の進め方

総合保養地域の整備に当たっては 「長期的な展望に立ちつつ、当面おおむね、

１０年間程度を目標」とすること 「特定施設の整備に当たっては、地域の資源、

の活用を図りつつ、民間事業者の活力と創意・工夫を最大限に活用する 「国及」、

び地方公共団体は、民間活力の導入による特定施設の整備と併せて、総合保養地

域の整備に必要な道路、下水道、河川、公園等の公共施設の整備に努める」等の

事項に留意することとなっている。

(2) 特定地域の設定に関する事項

①「良好な自然条件を有する土地を含み、かつ、特定施設の総合的な整備を行う

ことができる相当規模の地域であること 、②「自然的経済的社会的条件からみて」

一体として整備を図ることが相当と認められる地域であること 、③「特定施設の」

用に供する土地の確保が容易であること 、④「産業及び人口の集積の程度が著し」

く高い地域以外の地域であること 、⑤「特定民間施設の整備の状況及び見込み並」

びに国民の利用上必要な立地条件からみて相当程度の特定民間施設の整備が確実と

見込まれる地域であること」が挙げられている。以下①、②及び⑤について付言す

る。

①「良好な自然条件を有する土地を含み、かつ、特定施設の総合的な整備を行うこ

とができる相当規模の地域であること」

良好な自然条件を備え、かつ、特定施設を複合的に整備することが可能となる

ような広がりを有する複数の市町村から構成される地域で、原則としておおむね

１５万ヘクタール以下の規模のものであること、とされている。

この１５万ヘクタールとは、当時の国会答弁 によれば 「例えば４０キロ四方5) 、

の土地であれば大体１，５００から１，６００平方キロになるわけであって、車

で域内を大体１時間ぐらいで行動できる圏域」として考えている。

衆議院建設委員会議録第５号 昭和６２年５月２２日 ２ページ注５）

②「自然的経済的社会的条件からみて一体として整備を図ることが相当と認められ

る地域であること」

「重点整備地区と見込まれる地区が相互に通常の交通手段で原則として１時間

以内程度で結ばれること 「なお、海域で隔てられている離島等については、他」、
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の地域と一体性を有していると認められる場合は、連接しているものとみなすこ

とができるものであること」などが記されている。

⑤「特定民間施設の整備の状況及び見込み並びに国民の利用上必要な立地条件から

みて相当程度の特定民間施設の整備が確実であること」

その際 「整備の見込みがあるかどうかの判断」は 「民間事業者による具体的、 、

な整備計画が存在し、かつ、その実現性を担保するものとしての民間事業者によ

るフィージビリティ・スタディ（立地可能性調査 、施設整備に関する意思の表）

明等が行われているかどうか」による、としている。

(3) 重点整備地区の設定に関する事項

「重点整備地区の性格及び機能」及び「重点整備地区の立地及び規模」について

定めている。後者で、重点整備地区は「原則として、おおむね３，０００ヘクター

、 」 。ル以下の連接した地域であって 箇所数は数箇所程度であること 等となっている

３，０００ヘクタールの根拠について、 (2)の①の国会答弁によれば「重点整備

地区に多様な施設が整備されるために必要な広がりということで、５キロから６キ

ロぐらいの四方の広がりを持った地域」として考えられている。

(4) 特定施設の設置及び特定民間施設の運営に関する事項

「特定施設の設置」に関しては「全体として四季を通じて利用される施設の設置

に努めること」等の留意事項の他、設置される特定施設の具体例が分類されて示さ

れている。また 「特定民間施設の運営」については 「適正な価格でホスピタリテ、 、

ィに満ちた質の高いサービスの提供に努める 「適切なシーズン・オフ対策を講じ」、

るよう努める 「地域住民の雇用、食料品等の地元調達、地域の自然、文化、産業」、

等の紹介等に努める 「必要に応じてスポーツ、教養文化活動、学習活動等の活動」、

に係る指導者の確保に努める 「各運営主体による連絡協議組織を設立する等によ」、

り、諸施設が相互の密接な連携・協力の下に運営されるように努める」等の留意事

項が示されている。

(5) 公共施設の整備の方針に関する事項

国及び地方公共団体は、総合保養地域の整備に必要な道路、飛行場、下水道、公

園、緑地、広場、河川等の公共施設の重点的、計画的かつ着実な整備に努めること

とされている。

(6) 総合保養地域の整備の一環として推進すべき産業の振興に関する事項

スポーツ又はレクリエーション産業等の関連産業、農林漁業、地場産業等の振興

について示されている。

(7) 配慮すべき重要事項

配慮すべき重要事項として「自然環境の保全との調和 「農林漁業の健全な発展」、
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との調和 「居住機能との調和 「観光業の健全な発展 「地価の安定」等が挙げ」、 」、 」、

られている。

３．基本構想の作成と内容

別国の基本方針を受け 道府県が順次基本構想を作成し 承認 同意 されてきた、 、 （ ） （

。昭和６３年に承認された基本構想が７、平成元年が１０、２添参考資料４を参照）

年が１０、３年が８、４年以降が７となっている。基本構想を作成しているのは４１

道府県、基本構想数では４２にのぼる。

、 「 」、「 」、法第５条によれば 基本構想では 特定地域の区域 整備の方針に関する事項

「重点整備地区の区域及び当該区域ごとの整備の方針に関する事項 「特定民間施設」、

の種類、位置、規模、機能及び運営の基本的事項並びに特定民間施設以外の特定施設

の基本的事項 「公共施設の整備の方針に関する事項 「整備の一環として推進すべ」、 」、

き産業の振興に関する事項 「必要な土地の確保に関連して実施される農用地の整備」、

に関する事項」及び「整備に際し配慮すべき事項 （自然環境の保全との調和など）」

について定めることとされている。

各道府県では、これを基に基本構想を作成している。その内容は 「前文 「特定、 」、

地域の設定に関する事項 （特定地域の範囲、地域の一体性、特定地域の用に供する」

土地の確保の容易性、相当程度の特定民間施設の整備の確実性の確保 「総合保養地）、

域の整備の方針に関する事項 （意義と理念、整備の進め方等 「重点整備地区の区」 ）、

域及び当該区域ごとの整備の方針に関する事項 （重点整備地区の区域設定及び当該」

区域ごとの整備の方針に関する事項など多岐にわたる 「総合保養地域の整備に際。）、

し配慮すべき事項」となっている。

さらに、基本構想作成時に各道府県により「基礎調査」が行われている。

「基本構想」及び「基礎調査」等により示された計数を以下で整理する（計数一覧

表は 参照 。表１ ）

(1) 特定地域の面積

特定地域の面積は１５万ヘクタール以下が１６構想、１５万ヘクタール超１８万

ヘクタール以下が２３構想である。１８万ヘクタールを超えるものには、北海道富

良野・大雪リゾート地域整備構想（３３万ヘクタール 、北海道ニセコ・羊蹄・洞）

爺周辺リゾート地域整備構想（３３万ヘクタール 、沖縄トロピカルリゾート構想）

（２３万ヘクタール）がある。

(2) 重点整備地区数

重点整備地区数は６以下のものが１２構想、７以上９以下のものが２４構想であ

る。重点整備地区の多いものとしては、ぐんまリフレッシュ高原リゾート構想

（１３ 、房総リゾート構想（１１ 「にっぽんリゾート・ふじの国」構想（静岡） ）、

県、１１ 、蒜山美作リゾート構想（岡山県、１１ 、えひめ瀬戸内リゾート開発構） ）

想（１０ 、沖縄トロピカルリゾート構想（１０）がある。）
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(3) 事業費

作成されてから日が浅い北海道ニセコ・羊蹄・洞爺周辺リゾート地域整備構想を

除く、作成後１０年間の事業費見通しの合計は約１１兆円で、１構想あたり平均

２,７６０億円である。金額の多いところでは、房総リゾート地域整備構想

（９,５００億円）が挙げられる。なお、ここでいう事業費とは用地費も含むもの

であるが、重点整備地区の位置からして一般にその比率は低いものと考えられる。

(4) 年間利用者数

北海道ニセコ・羊蹄・洞爺周辺リゾート地域整備構想を除いて、作成から１０年

後の年間利用者数見通しは合計で３．８億人、平均で９１９万人である。多いとこ

ろでは、玄海レク・リゾート構想（福岡県）の３，９６４万人、房総リゾート地域

整備構想の２，２８０万人が挙げられる。

(5) 雇用者数

北海道ニセコ・羊蹄・洞爺周辺リゾート地域整備構想を除いて、作成から１０年

後の雇用者数見通しは合計で約２２万人、１構想平均５，３００人である。多いと

ころでは、茨城・きらめき・リゾート構想の２１，９００人、沖縄トロピカルリゾ

ート構想の１８，４４０人、国際リゾート「三重サンベルトゾーン」構想の

１８，０３９人がある。

４．制度運営面の工夫

基本方針においては、総合保養地域の円滑な整備を促進するため、関係地方公共団

体、関係事業者等から構成される推進連絡協議会等を設立し、これらの者の間の連携

を確保することとされている。特定地域全域にまたがる協議会はほとんどの道府県で

設立されたが、その設立時期については、基本構想の承認前のものが約６割と、協議

会の所期の目的が基本構想の承認のための活動であったことが伺える。また、協議会

の約３割は構成員が行政だけとなっており、官民の連携が図られていないものも見受

けられる。このような状況から、イベントや広報宣伝、研修会の実施等を通じて総合

保養地域の円滑な整備を進めていった協議会はあるものの、概してその活動は次第に

不活発なものになっていった。

５．その後の社会経済情勢の変化と基本構想の見直し、総合保養地域整備の現局面

昭和６３年から平成２年にかけ基本構想の過半が作成された。この時期は、いわゆ

るバブルの渦中にあり（第１１循環はじめの谷は昭和６１年１１月、山は平成３年２

月である 、様々な経済分野で拡大路線が展開された。バブル崩壊後は一変して本格。）

的な景気回復は生じておらず、総合保養地域の整備にも大きな影響が生じている。新

規投資は急速に縮小し、各地域の基本構想が見直され特定施設が削除されたものもあ

る（ 。一方で余暇の増大により施設の追加、拡大を行ったもの別添参考資料５を参照

もある 。。）
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表２なお、現行の基本構想の特定地域面積、重点整備地区数、特定施設数をみると

のとおりである。また、特定施設の種類をみると のとおりであって、スポーツ・表３

レクリエーション施設の比率が最も高い。

総合保養地域の整備は以上のような社会経済情勢もあり、当初の構想と比べ一般に

進んでいない。例えば、特定施設の整備進捗率（現時点で効力のある同意された基本

構想に位置づけられている特定施設のうち供用中又は整備中の施設数の割合）は約

２４％に留まっている（当初基本構想作成時に既に供用していた施設を含めると約

）。 、 、３５％ 次に Ⅱにおいて総合保養地域整備の現状について詳しく述べるとともに

その評価を行う。
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Ⅱ．総合保養地域整備の評価

１．プログラム評価の考え方

プログラム評価（政策レビュー）の対象とするテーマ、実施手順、留意事項につい

別添ては、国土交通省「国土交通省政策評価基本計画 （2002）に述べられている（」

を参照 。参考資料６ ）

その要点は「対象とするテーマ」については 「基本的方針等については、それに、

照らして評価を行うものであることから、その是非について評価の対象としない」こ

とである。

また 「実施手順」については 「テーマに即した目的や政策目標を明確に設定し、、 、

関連する施策等の範囲を明らかにする」こと 「当該プログラムの目的とした結果が、

適切に達成されているかどうか検証する」こと 「それがどのように達成され、また、

どの程度達成されたかを分析し、可能な限り明らかにする」こと 「今後、目的や目、

標をよりよく達成し、効果的・効率的に成果を上げるためには、何が課題で、改善方

策として何が考えられるかについても明らかにする」ことなどである。

このため、本政策評価書では、Ⅰで総合保養地域整備のための施策を述べたところ

である。Ⅱで総合保養地域整備について分析し、評価することとしている。Ⅲでは総

合保養地域に係る施策についての基本的考え方、Ⅳでは今後行うべき施策について述

べる。

政策評価の項目としては次のように考える。Stewart（1984） によれば、公的説明6)

責任は５段階でとらえられる。第１段階は「合法的説明責任 （適切かつ認定された」

方法で予算が使用されているか 、第２段階は「プロセス説明責任 （予算を執行する） 」

プロセスが適切であるか 、第３段階は「パフォーマンス説明責任 （達成されたアウ） 」

トプットが要求水準を満たしているか 、第４段階は「プログラム説明責任 （達成さ） 」

れたアウトカムが設定目標を満たしているか 、第５段階は「政策説明責任 （政策の） 」

選択及び決定が妥当であるか）である（田中（2001） による説明を参照 。7) ）

本政策評価書では、このうち第１及び第２段階を「コンプライアンス評価」として

行い、法令で定めた手続が遵守されているかチェックする。次に第３段階を「アウト

プット評価」として行い、特定施設数や特定施設に係る事業費等について計画と実績

を比較する。第４段階は「アウトカム評価」として行い、利用者数及び雇用者数につ

いて計画と実績を比較する。第５段階については上述の評価を踏まえて総合保養地域

の今後の施策の考え方、行われるべき施策を明らかにする。

Stewart, D. ”The Role of Information in Public Accountability”, A. Hopewood and注６）

C. Tomkins (ed.) ‘Issues in Public Sector Accounting’, Oxford: Philip Allan, pp.13

-34, 1984年

「 」 、注７）田中宏樹 公的資本形成の政策評価―パブリック・マネジメントの実践に向けて PHP研究所

p.21、2001年

なお、事業費、利用者、雇用者及び売上高の数値は、構想によっては暫定値による

ものがある。
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２．コンプライアンス評価

ここでは、主に基本方針に従って、基本構想が作成、承認されているか検討する。

法第５条第１項では都道府県は、基本方針に基づき、基本構想を作成し、主務大臣に

協議し、その承認（同意）を求めることができることとなっている。また、第５条第

４項では 主務大臣が承認 同意 する場合の要件が挙げられており その中には 基、 （ ） 、 「

本方針に適合するものであること」ないし「基本方針に照らして適切なものであるこ

と」とされているところである。

(1) 特定地域の面積

基本方針においては、特定地域は「おおむね１５万ヘクタール以下の規模のもの

であること 「自然的経済的社会的条件からみて一体として整備を図ることが相当」、

と認められる地域であること」等となっており、当時の国会答弁によれば「車で域

内を大体１時間ぐらいで行動できる圏域」である。

特定地域の面積をみると（ 、北海道富良野・大雪リゾート地域整備表１、表２）

構想（３３万ヘクタール）、北海道ニセコ・羊蹄・洞爺周辺リゾート地域構想

（３３万ヘクタール 、沖縄トロピカルリゾート構想（２３万ヘクタール）が特に）

大きい。

しかしながら、北海道富良野・大雪リゾート地域整備構想に含まれる９市町村は

いずれも「大雪・十勝広域観光圏」に含まれる一体的な地域である。地域内には国

道３８号、２３７号その他道道など縦横に走る道路、北海道旅客鉄道の富良野線、

根室線、石勝線の鉄道により密接に結びついている。さらに、札幌・千歳空港と各

重点整備地区を結ぶリゾート専用列車やリゾート間連絡バスが冬期間運行されるな

ど、重点整備地区間の結びつきはますます強まっている。

北海道ニセコ・羊蹄・洞爺周辺リゾート地域整備構想の地域内は、国道５号、

２３０号をはじめ国道に接続する主要地方道などにより相互に結ばれ、また北海道

旅客鉄道の函館本線、室蘭本線が通り、冬期間は新千歳空港、札幌とニセコを結ぶ

リゾート列車が運行されているなど、交通の利便性からみても一体性のある地域で

ある。また、従来より複数市町村による広域的・一体的な観光振興や文化を活かし

た地域活性化の取組が活発に行われてきている。

沖縄トロピカルリゾート構想における４つの島しょ郡（沖縄諸島、先島諸島、大

、 ） 、 「 」 、東諸島 尖閣諸島 については いずれも 亜熱帯性・海洋性 と称される自然的

地理的特性を有しその自然景観からリゾート地としてのポテンシャルが高いこと、

琉球文化が生き続けており歴史的・文化的背景が共通していること、離島部は生活

物資の多くを沖縄本島に依存しており緊密な経済関係があることにより一体性が強

い。

以上から、これらの３地域はそれぞれ同一のコンセプトの下で一体の特定地域と

して整備を図ることが合理的というべきである。

(2) 重点整備地区の数

基本方針では重点整備地区は数箇所程度とされているところである。一方、１３

（ ） 。地区を重点整備地区とするなど重点整備地区の多い構想 参照 もある表１ 表２、
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このような構想の中には「これらの重点整備地区は、それぞれの立地条件、資源条

件によって異なった性格と機能を持つものであり、地区固有の条件を踏まえた特色

ある施設整備を、相互の有機的連携に留意しつつ推進することにより、特定地域全

体を一体的、総合的なリゾート地として整備しようとするものである」とされてい

るものもある。一般的に考えれば、１０地区を超える構想は基本方針でいう数箇所

程度には含まれないであろう。

重点整備地区については、それぞれの地区において特色がある整備が図られてい

るかどうかなど、透明性を確保し、また第三者の参加も得つつ再検討していく必要

がある。

(3) 特定民間施設に係るフィージビリティ・スタディと事業主体の決定状況

基本方針においては、特定地域の設定の要件の一つとして「相当程度の特定民間

施設の整備が確実と見込まれる地域であること」を挙げ、その際「整備の見込みが

あるかどうかの判断については、施設の概要、事業実施時期等を明らかにした民間

事業者による具体的な整備計画が存在し、かつ、その実現性を担保するものとして

民間事業者によるフィージビリティ・スタディ（立地可能性調査 、施設整備に関）

する意思の表明等が行われているかどうかによるものであること」としている。

、 「 」しかしながら 基本構想作成時の基礎調査において事業主体が単に 民間事業者

ないし「第三セクター」となっているものや、基礎調査において利用者、雇用者の

、 、数字が示されていない重点整備地区があるものがあり 基本構想の作成の際の検討

ないし承認の際の検討が必ずしも十分ではなかった可能性がある。

(4) 特定施設の規模

特定施設の内容については、テニスコートやキャンプ場等のスポーツ・レクリエ

ーション施設、美術館や博物館等の教養文化施設、温泉保養施設や展望施設等の休

養施設など多様な特定施設の整備を進めようとしていた。ただし、(3)とも関係す

るが、特定民間施設の中には、ホテルの半数の棟をスイートルームのみの棟として

建設するなど利用者ニーズ以上に大規模・豪華な施設整備を行っている例があり、

マーケティングの際の判断を誤ったのではないかと推測される。

３．アウトプット評価（特定施設の整備状況及びその経営）

(1) 特定施設整備の進捗状況

特定施設の整備計画に対する進捗状況は のとおりである。表４

当初基本構想作成時に既に供用されていたものを除き、基本構想に位置づけられ

た特定施設は、平成１４年１月現在で８，９０９施設である。このうち、

１，８６２施設が供用中、２６０施設が整備中、１，５７３施設が計画中、

５，２１４施設が構想中となっており、整備進捗率 は２４％である。また、構想8)

中のものが５９％に達している。事業主体別にみると、特定民間施設の整備進捗率

は１７％、公的特定施設は５２％で、社会経済情勢の変化を受けて民間事業者によ

る整備が進んでいない。また、近年の進捗状況と比べると、供用中、構想中が増加
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する一方で、整備中、計画中は減少している。整備されていたものが新たに供用さ

れるとともに、計画中であったもののうち実現性の乏しいものが構想中に変更され

たものと思われる（ 参照 。なお、当初基本構想作成時に既に供用されていた図５ ）

ものを含めて整備進捗率を求めると３５％となっている。

整備進捗率とは｛ 供用中）＋（整備中 ｝÷合計×１００をいう。注８） （ ）

次に、基本構想別の進捗状況をみると のとおりである。当初基本構想作成時表５

に既に供用されているものを除いてみて、最も進捗の早いものの整備進捗率は５６

％、最も進捗の遅いものは５％である。また、特定民間施設の整備進捗率が１％に

とどまっているものがある。なお、当初基本構想作成時に既に供用されていた施設

を含めてみて、最も進捗の早いものは６８％、最も進捗の遅いものは７％である。

施設の種類別に整備進捗率をみると のとおりである。当初基本構想作成時に表６

供用されていた施設を除いた整備進捗率では、５号施設（宿泊施設）がきわだって

低くなっている。一方、当初基本構想作成時に供用されていた施設を含めた整備進

捗率では、施設の種類による差はそれほど大きくない。

施設の種類についてさらに細かくみると、 のとおりである。当初基本構想作表７

成時に供用されていた施設を除くと、ゴルフ場、スキー場、マリーナの整備進捗率

は、全体の整備進捗率２４％を上回るか、それほど下回ってはいない反面、ホテル

が１８％に留まっている。一方、当初基本構想作成時に供用されていた施設も含め

ると、ゴルフ場、スキー場、ホテルの整備進捗率は、全体の整備進捗率３５％を上

回るかそれほど大きくは下回っていない反面、マリーナが２７％に留まっている。

なお、供用中のものに限り施設を種類別にみると、平成１４年１月現在全国で

３，３３９件のテニスコートやキャンプ場等のスポーツ・レクリエーション施設、

美術館や博物館等の教養文化施設、温泉保養施設や展望施設等の休養施設等の多様

な特定施設が供用されている。なお、ゴルフ場は１１１件である（ 参照 。表８ ）

(2) 特定施設整備事業費の状況

平成１４年３月末までの特定施設の整備事業費実績を、当初の基本構想作成後の

１０年間の事業費の見通し（ 北海道ニセコ・羊蹄・洞爺周辺リゾート地域整備構「

想」は５年間の事業費の見通し）と比較すると のとおりである。実績と構想の表９

比率が最も大きいものは１４４％、最も小さいものは４％である。

実績・構想比と、当初基本構想作成時に供用されていたものを除く現在の特定施

設数に対する整備進捗率を散布図にすると のとおりである。実績・構想比の平図６

均は３４％で当初基本構想作成時に供用されていたものを除く整備進捗率２４％よ

、 。 、り高くなっており 一般に整備進捗率に比べ実績・構想比は高くなっている 特に

整備事業費実績が既に当初見通し額を超えているものも見受けられる。これは、後

述する建設過程での建築費の上昇傾向や質の過度の向上を受けて、投資が増大した

ものと思われる。
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(3) 特定施設の経営状況

特定施設の経営状況をみると、地元の創意工夫により成果を上げている事例もあ

れば、問題が生じた事例もある。

成果を上げている事例の要因をみると、地元産品の活用、周辺施設との連携、体

験講座の実施、年間を通じたイベントの開催による来訪者の確保、地元雇用者によ

る親切な対応、利用者にとって目新しさがあるような施設の整備の段階的・継続的

な実施など、地域住民や地元の民間企業の発想も取り入れた施設における様々な創

意工夫が挙げられる。また、地域住民のイベントにおける積極的な活動もみられる

ところである（ 参照 。こうした成果を上げている事例から、今後の総合保表１０ ）

養地域においては、地元の資源（特色）を活かすこと、運営・経営上の工夫を行う

こと、体験講座等に対応する人材を育成すること、地域住民の積極的な活動を促す

ことが望ましいといえる。

一方、問題が生じた事例の要因としては、テニスやスキー等の参加人口の減少や

シーズン・オフ対策の不足が挙げられる。中には需要の見誤りによる過大投資や会

員権販売手法の破綻等も相まって会社更生法の適用申請等に至った例もある。

（会社更生法の適用申請等を行った施設の例）

・ アルファリゾート・コーポレーション（北海道：ホテル、平成１０年自己破

産申請、負債総額１，０６１億円）

・ 初島クラブ（静岡県：ホテル、平成１１年会社更生法の適用申請、負債総額

５８０億円）

・ 川場スキー場（群馬県：スキー場、平成１２年民事再生法の適用申請、負債

総額１４４億円）

・ 宮崎シーガイア（宮崎県：ホテル等、平成１３年会社更生法の適用申請、負

債総額３，２６１億円）

・ 磐梯リゾート開発（福島県：スキー場等、平成１４年民事再生法の適用申

請、負債総額９４６億円）

これらの施設は、その後、後継企業等の経営努力により経営が好転し、雇用の確

保や地場産品の活用等地域の振興に大きく貢献しているものも出てきている。

（スキーリゾートの事例）

○施設概要：スキー場、ゴルフ場、ホテル、スパハウス、飲食・物販施設等から

なる複合施設

○会社更生法の適用申請等に至った原因として考えられるもの

①拙速さ

会社設立３年でホテル６棟（うち４棟は構想対象外）及びスパハウスを整備

②巨大さ

既存５，８０３ベッドに１年間で１，４２３ベッドを追加
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③豪華さ

宿泊棟６棟のうち３棟がスイートルームのみ

④会員権販売ビジネスの失敗

建設中にバブル崩壊

豪華路線（例：法人向け一口４，０００万円）が裏目に

○会社更生法の適用申請等の後の展開

地元の行政機関が施設を買い取り、スキーリゾートやホテルなどを経営して

いる観光会社に運営委託し、平成１１年６月に再オープンした。会社では、他

の施設との一体的運営により、コスト削減や効果的なＰＲを実施し、初年度黒

字化を達成した。

また、総合保養地域以外の観光施設の動向をみると、総合保養地域に基づく特定

施設と同様、創意工夫により成果を上げている事例もあれば問題が生じた事例もあ

る（ 参照 。表１１ ）

次に、官民がともに出資している事業主体である第三セクターについて取り上げ

る。

日本開発銀行「ケーススタディ地域プロジェクトの財務」(1993)では、第三セク

ターが選択する理由について、地方公営企業の新展開等に関する研究会「地方公営

企業に準ずる第三セクターについて」(1992)のアンケート調査（ 参照、対象表１２

は都道府県等の出資等に係る地方公営企業に準じた第三セクター487法人）を紹介

している。

第三セクター方式により事業を実施した理由（複数回答可）表１２

全法人数 487 100.0%

１．民間活力の活用等による効率的事業執行 311 63.9

２．事業の性格が直営になじまない 263 54.0

３．定員、人事管理面での機動的な対応 114 23.4

４．資金調達面での制約がゆるやか 88 18.1

５．国の助成等が第三セクターを前提としている 87 17.9

６．開発利益の吸収が図れる 59 12.1

（注）地方公営企業の新展開等に関する研究会「地方公営企業に準ずる第三セクターについて」

(1992)（日本開発銀行「ケーススタディ地域プロジェクトの財務」(1993)）による。

によれば 「民間活力の活用等による効率的事業執行 「事業の性格が直表１２ 、 」、

営になじまない」の二つが多く、これらは公益性と収益性の両立を図る趣旨と考え

られる。総合保養地域整備は、まさに民間事業者の能力の活用を図るものであった

ので、多くの第三セクターが設立されてきた。
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国土交通省が平成１３年６月に公表した「リゾート関係第三セクターの状況に関

する調査結果について」(2001)は、総合保養地域整備法に基づく各道府県の基本構

想に位置づけられた特定施設を運営している第三セクターのうち、受託により特定

施設の管理運営のみを行っている法人、未だ整備中のため供用中の特定施設を有し

ない法人を除いたもの（以下「リゾート関係第三セクター」という ）について平。

成１２年３月末現在で調査している。

同調査によると、リゾート関係第三セクターの設立は昭和６３年１２月にピーク

があり、その数は平成１２年３月末で１２３である（ 参照 。図７ ）

、 （ ． ）、次に経営状況をみると １２３法人のうち黒字であるものが５６ ４５ ５％

赤字であるものが６３（５１．２％）となっている（ 参照 。赤井他「第三セ図８ ）

クターの設立・破綻要因分析－新しい公共投資手法ＰＦＩの成功にむけて－」

(2001) によれば、第三セクター中収益性を比較的重視している商法法人の全体の9)

． （ ）。うちで経常損失を計上しているのは平成１２年時点で３９ ８％である 参照図９

このことから、リゾート関係第三セクターの場合には、商法法人第三セクター一般

よりも事態は深刻であることがわかる。

破綻（解散、倒産）及び債務超過の状況をみても、観光・レジャー分野を取り巻

く状況が厳しいことがわかる。赤井他「公共投資の効率化－ＰＦＩ成功の鍵：第三

セクターからの教訓－」(2001) によれば、平成８年から１２年までの間に解散を10)

した第三セクター（商法法人）のうち観光・レジャー分野が４３．８％と最も割合

が高い（ 参照 。また、解散（倒産を含む 、債務超過企業（商法法人 、解図１０ ） ） ）

散法人（民法法人）の発生率をみると のとおりであり、合計では観光・レジ図１１

ャー関係が最も高い。ここでいう観光・レジャー分野とはリゾート関係第三セクタ

ーのみに限られるわけではないが、それを含むものである。平成１２年以降も第三

セクターの倒産が続き、その中にはレジャー・リゾート業も多くみられるところで

ある（帝国データバンク「第３セクター経営実態調査」参照 。）

赤井伸郎、篠原哲「第三セクターの設立・破綻要因分析－新しい公共投資手法ＰＦＩの注９）

成功にむけて－」日経研究論文（2001）

赤井伸郎、篠原哲「公共投資の効率化－ＰＦＩ成功の鍵：第三セクターからの教訓－」注10）

財務省地域自立研究会報告書（2001）

このように、リゾート関係第三セクターを取り巻く状況は厳しいものであるが、

その原因の一つとして事業見通しの甘さがあったと思われる。前述の地方公営企業

の新展開等に関する研究会「地方公営企業に準ずる第三セクターについて」(1992)

においても、運営中の第三セクターが「事業化の際にさらに検討することが望まし

」 「 」 （ ）。かった事項 として 事業の採算性の見通し をトップに掲げている 参照表１３
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事業化の際にさらに検討することが望ましかった事項（複数回答可）表１３

全法人数 487 100.0%

１．事業の採算性の見通し 178 36.6

２．地方公共団体の事業展開との有機的連携 158 32.4

３．人材の確保方策 135 27.7

４．民間との役割分担の明確化 77 15.8

５．欠損処理方法 54 11.1

６．地域住民との調整 49 10.1

（注）地方公営企業の新展開等に関する研究会「地方公営企業に準ずる第三セクターについて」

(1992)（日本開発銀行「ケーススタディ地域プロジェクトの財務」(1993)）による。

。 、もとより個別企業の財務評価は本政策評価書の対象とするところではない ただ

総合保養地域制度の円滑な運用の面からは、純民間企業、第三セクターを問わず適

切な処理、健全な経営が求められる。

(4) アナリシス－背景となった社会経済情勢

、 。Ⅰで述べたように 昭和６３年から平成２年にかけ基本構想の過半が作成された

この時期は、いわゆるバブルの渦中にあり、様々な経済分野で拡大路線が展開され

た。ここでは、当時の社会経済情勢のうち、リゾート分野に関係し得るものを取り

上げて論じてみる。

当時の日本経済の状況をみると、昭和６１年１１月に景気は底を打った後、平成

３年２月まで長きにわたって景気拡大局面が続いた。この期間の後半がいわゆるバ

ブル経済といわれる期間である。基本構想のうちかなりのものがこの期間に作成な

いし整備が実施されており、直接・間接に様々な影響を受けたことは否めない。

影響の第一は、需要に係る楽観的な見通しである。

経済企画庁「長期遡及主要系列国民経済計算報告 平成２年基準」によれば、我

が国の国民総資産は昭和６０年末に３，９００兆円であった。平成２年末には

７，１００兆円に増加しこの間年間平均６００兆円程度増加している。昭和６０年

以前の増加額は年間２００～３００兆円であることと比べて異常な増加である。な

お、平成３年以降伸びは鈍化し、平成１０年末でも国民総資産は７，４００兆円に

とどまっている。

こうした急速な資産額の増加は国民の観光消費にも大きな影響を及ぼした。宿泊

観光・レクリエーション旅行の量及び消費額をみると のとおりである。昭和図１２

６２年と平成３年とを比較すると宿泊観光延べ人数が１３,１００万人から

１８,６００万人（１．４倍 、観光延べ宿泊数が２２,０００泊から３０,９００泊）

（１．４倍）になっている。宿泊観光・兼観光消費総額、１人当たり年間消費額は

更に伸びが激しく、宿泊観光・兼観光消費総額は５５,９００億円から９８,３００
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億円(１.８倍)、１人当たり年間消費額は４５,８００円から７９,３００円(１.７

倍）に急増しており、当時のブームが特に金銭多消費型であったことがわかる。

また、リゾートホテルの稼働率をみても昭和６３年には５８％であったものが、

平成２年には６５％に上昇している（ 参照 。図１３ ）

さらに、ゴルフ及びスキーの参加人口をみても、昭和６０年度頃から平成４年度

頃まで拡大局面が続いた（ 参照 。図１４ ）

こうした実体面の動きだけでなく、将来についても余暇需要の急拡大が予想され

ていた。余暇開発センター「昭和６２年版レジャー白書」は特別レポートとして有

識者アンケート「西暦２０００年の余暇」を掲載している。これは、官公庁、産業

界、評論家など６００名の各界オピニオンリーダーを対象に昭和６２年６月に行わ

れたアンケートである。その中で、西暦２０００年（平成１２年）における大企業

の夏休みの予想は、「現在１週間程度であるが、２週間位になると予想する人が

６５．３％、今とあまり変わらない１３．４％、３週間程度１３．１％、１ヶ月程

度になると予想する人が７．２％」となっており、大方は２週間を予想していた。

また 「２週間以上の大型バカンスが実現した場合、レジャー・スポーツ・旅行の、

場として何が重要になってくると思うか」については実に８８％が「滞在してスポ

ーツ・レジャーが楽しめる国内のリゾート基地」挙げていた（ちなみに「海外のリ

ゾート基地」は６１．９％であった 。。）

金額としても、野村総合研究所「２０００年のリゾート産業」(1989)によれば、

我が国のリゾート産業の市場規模は１９８５年（昭和６０年）の２．４兆円から

２０００年（平成１２年）の１２．０兆円まで年平均１２．２％のスピードで拡大

するとみられていた（ 参照 。表１４ ）

影響の第二は、金あまりによるリゾート分野への資金流入と整備実施面も含めた

投資の増大である。

昭和６０年以降、内需拡大を目的として公定歩合が引き下げられ、低い水準で据

え置かれた。これとともに、マネーサプライ（Ｍ ＋ＣＤ）も昭和６１年末頃から２

急速に増加した（ 参照 。こうして、いわゆる「金あまり」が発生し図１５、１６ ）

た。余剰資金は有利な投資先を求めた。前述のようにリゾート産業は将来分野とし

て有望であったために、多くの産業から参入があった（ 参照 。とりわけ建表１５ ）

設、総合商社、不動産、運輸の参入が多かった。

また、ゴルフ場会員権価格も のように急騰している。ゴルフ場の実際の利図１７

用とは別に、投資又は投機対象の資産としてゴルフ場会員権を求めた事例も多いも

のと思われる。こうした状況はゴルフ場の資金調達を容易にし、建設を促進したも

のと思われる。

さらに、金あまりのため必要以上に豪華な施設が建築され、投資の増大が生じた

面がある。建設省建設経済局「建築統計年報」によれば、サービス業用建築物の一

平方メートル当たり工事費予定額は昭和６３年度が対前年度比２１．１％、平成元

年度が２１．７％、平成２年度が２０．９％上昇している。一方、この間の非住宅

建築デフレーターは昭和６３年度が２．０％、平成元年度が５．２％、平成２年度

． （ 「 」が３ ３％の上昇にとどまっている 建設省建設経済局 建設工事費デフレーター
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による 。また （財）建設物価調査会「建築費指数」によっても、ホテルや店舗。） 、

の純工事費（建築）の上昇率は、この間毎年４％程度～９％程度である。工事費予

定額単価の上昇率はデフレーターや純工事費（建築）の上昇率に比べ大きく、質の

向上ないし豪華さの追求に向かった部分も多いものと思われる。

当時のリゾート分野に係る一般的な社会経済情勢としては、以上のような強気の

需要見通しや工事費予定額単価の上昇がみられた。

４．アウトカム評価

(1) 利用者の状況

総合保養地域整備法では、良好な自然を有する地域においてスポーツ、教養文化

活動、休養等の多様な活動の場を整備し、広く国民が滞在型の余暇活動を楽しむこ

とにより、ゆとりある国民生活の実現を図ることを目指している。

４２地域の基本構想に位置づけられた特定施設の平成１３年度の延べ利用者数は

約１億６千万人（うち宿泊施設利用者は約１，４００万人）である。また平成１３

年度の延べ利用者数を、当初基本構想の作成時に行われた基礎調査における１０年

後見通し（基本構想が作成されてから日が浅い「北海道ニセコ・羊蹄・洞爺周辺リ

ゾート地域整備構想」は５年後見通し）と比べると のとおりである（基礎調表１６

査で見通しが示されていない重点整備地区３地区はこの表及び次の図から除いてい

る 。構想・実績比をみると最大は１３４％、最小は５％とバラツキがあり、全体。）

で４３％である。

構想・実績比を基本構想の特定施設の整備進捗率（当初基本構想が作成された時

に既に供用されていた特定施設を含む ）と比べると のとおりである。一般。 図１８

、 。に構想・実績比は整備進捗率よりも高く 整備の割には利用は進んでいるといえる

中には整備はさほど進んでいないが利用は当初見通しを突破しているケースもみら

れる。

次に、平成６年度以降の特定施設の延べ利用者数の推移をみると のとおり図１９

。 、である 新規施設の開業や交通アクセスの改善を受けて平成９年度までは上昇傾向

平成１０、１１年度は横ばいで、平成１１年度が最大であった（平成６年度を

１００として平成１１年度は１０７ 。平成１２年度から景気低迷の長期化、ニー）

ズの多様化への対応の遅れ、施設の目新しさに乏しいこと等から減少傾向となり、

平成１３年度は１０１．８に下落している。一方、国土交通省「観光白書」によれ

ば、全国の観光延べ人数は平成６年度を１００として、平成１３年度は９３．２に

減少している（ 参照 。平成６年度との比較で全国の観光延べ人数が減少す表１７ ）

る中で、特定施設の利用者が増加していることは、総合保養地域が「ゆとりある国

」 。民生活の利便の増進 に果たす役割が相対的に大きくなっていることを示している

また、基本構想別に平成６年度から平成１３年度までの利用者数の変化をみると

。 、 ． 、図２０のとおりである かなりバラツキがみられ 石川県で３ ７倍になった一方

半分近くに減少したところもある。基本構想作成以前の地域の状況や作成以降の地

域の取組によると考えられる。
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、 。 、次に 特定施設の延べ宿泊者数の推移をみると のとおりである こちらは図２１

ゆるやかな上昇傾向が続いている。平成６年度を１００とした指数で平成１３年度

は１３６となっている。一方、国土交通省「観光白書」によれば、全国の観光及び

表兼観光宿泊客数は平成６年を１００として平成１３年は８９に減少している（

参照 。特定施設の利用者総数が減少する中で、また全国の宿泊客数が減少す１８ ）

る中で、総合保養地域の宿泊者は増えており、特定施設の宿泊利用が全体として相

対的に広がっているといえる。これは、滞在型余暇活動の充実という総合保養地域

の目的からいって評価できる点である。

ただし、利用者の滞在状況をみると一般に３泊以上の割合は少ない。そのような

中で、例えば、湯治温泉として有名な新玉川温泉（秋田県）では、癒しブームを背

景に全国から訪れ、連泊する客が多い。１泊の客の割合は平成１１年度は５０％を

超えていたが、平成１３年度は５０％を下回っており、連泊者が増加している。ま

た、京都府のホテルでは夏はプールでのんびりと過ごし、ホテルでくつろぐ客層が

増えており、ホテル側も屋台を出す縁日を行うなどにより滞在しやすい雰囲気づく

りも行っている。このように、地域の資源を活かすなどにより滞在期間を延ばすよ

うな取組が必要である。

(2) 雇用者の状況

総合保養地域整備法では、良好な自然を有する地方部において滞在型の余暇活動

を促進することにより、地域の振興を図ることもその目的としている。

４２地域の基本構想に位置づけられた特定施設の平成１４年４月１日現在の雇用

者数は約４万８千人（うち地元在住者は約４万４千人）である。また平成１４年４

月現在の雇用者数を、当初基本構想の作成時に行われた基礎調査における１０年後

見通し（基本構想が作成されてから日が浅い「北海道ニセコ・羊蹄・洞爺周辺リゾ

ート地域整備構想」は５年後見通し）と比べると のとおりである（基礎調査表１９

で見通しが示されていない重点整備地区３地区はこの表及び次の図から除いてい

る 。構想・実績比をみると最大は８６％、最小は４％とバラツキはあるが、全体。）

で２２％である。

構想・実績比を基本構想の特定施設の整備進捗率（当初基本構想が作成された時

に既に供用されていた特定施設を含む ）と比べると のとおりである。整備。 図２２

は進んでいるが雇用は少ないケース、逆に整備はさほど進んでいないが雇用の構想

・実績比は高いケース双方あるが、一般に構想・実績比は整備進捗率より低くなっ

ている。

次に、平成７年以降の特定施設の雇用者数（各年４月１日の数値）の推移をみる

と のとおりである。新規施設の開業や利用者の増加を受けて平成１１年まで図２３

、 。は一貫して上昇し 平成１１年には平成７年を１００とした指数で１０９をつけた

平成１２年以降は景気の低迷による利用者の減少に伴い下落し、平成１４年には

９４．９となっている。
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基本構想別に平成７年から平成１４年までの雇用者数の変化をみると のと図２４

。 、 ． 、おりである ここでもかなりのバラツキがみられ 兵庫県で２ ８倍になった一方

半分以下に落ち込んでいるところもある。やはり基本構想作成以前の地域の状況や

作成以降の地域の取組によるものと考えられる。

、 、さらに 平成１１年の特定施設の雇用者数を各特定地域の全従業者数と比べると

地域により差があるものの福井県（３．１％ 、北海道富良野・大雪（３．０％ 、） ）

大分県（２．６％）が高くなっている。全国の全就業者でみて約３％となるのは、

電気機械製造業、金融保険業、公務であることを考え合わせると、これらの地域で

は、特定施設は雇用の受け皿として大きな役割を果たしているといえる。

(3) 売上高の状況

特定施設の売上高を構想別にみると のとおりである。表２０

平成１３年度では最も多いものは６２０億円、最も少ないものは４億円であり、

全体で４，３２６億円となっている。

、 。次に 平成６年度以降の特定施設の売上高の推移をみると のとおりである図２５

平成８年度までゆるやかに上昇し（平成６年度を１００とした指数で平成８年度は

１１１．４ 、その後は横ばいになった。平成１２年度以降減少し、平成１３年度）

は８９．１に下落している。

さらに、平成１１年の特定施設の売上高の特定地域の小売業販売額に対する比率

をみると、沖縄県（１２．４％ 、三重県（８．１％ 、栃木県（７．１％）などが） ）

高く、これらの地域では特定施設は経済振興に寄与しているといえる。

(4) 地域への波及効果

以上で示した直接的な売上高に加え、特定施設における食材等の物品購入などを

通じた地域経済への波及効果や、特定施設の利用者の需要を見込んだ飲食店、コン

ビニ、ガソリンスタンド等による地域経済の活性化、イメージ向上による来訪者の

増加、地域住民の地域の環境等への関心の高揚など様々な波及効果が見られる地域

が少なくない（ 参照 。表２１ ）

また、全国の特定施設のうち７４９ヶ所を対象として行ったアンケート調査のデ

ータに基づき、地域経済への波及効果に係る試算を示すと以下のとおりである。
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特定施設の売上げの波及状況表２２

（単位：百万円、人）

地元市町村 特定地域 道府県 全 国

特定施設の売上げ 345,058

特定施設における直接雇用

雇用者数（正社員） 8,476 12,025 13,141 13,414
直 63% 90% 98% 100%
接
効 （パート） 13,423 16,343 17,428 18,641
果 72% 88% 93% 100%

（合 計） 21,899 28,368 30,569 32,055
68% 88% 95% 100%

売上げから生じる第１次間接効果

外部調達金額 25,800 38,251 51,547 74,682
35% 51% 69% 100%

第
１ その付加価値額 9,955 14,750 19,926 28,763
次
波 直接雇用から生じる第１次所得効果
及
効 支払給与 62,098 82,583 89,028 93,030
果 67% 89% 96% 100%

家計消費支出 37,806 50,602 54,642 57,212
66% 88% 96% 100%

その付加価値額 14,533 19,420 20,941 21,916

（注）１．国土交通省調べ（平成１４年３月）
２．特定施設との競合で需要者減となる施設に係るマイナスを算入していない。

７４９ヶ所の特定施設の総売上げは約３，４５０億円であるが、この売上げによ

り確保された雇用者数の総数は、正社員及びパートを合わせて約３万２千人となっ

ている。このうち、特定施設の所在する特定地域からの雇用は８８％、また、特定

施設の所在する道府県内からの雇用は９５％となっており、地域経済への直接的な

波及効果が高いと試算される。

次に、この売上げを出すために必要な原材料購入など域内での調達状況をみてみ

ると、特定施設の所在する特定地域からの購入は５１％である。一方、雇用者が特

定施設からの給与をどのように使ったかをみてみると、特定地域内での消費に使っ

た者が８８％と地元での売上げに貢献している。

今後も、地域内の経済・社会面の連携の強化を図り、特定施設の波及効果を高め

ていく必要がある。

(5) 考察

アウトカム評価の結果、利用者、雇用者の実績の当初基本構想作成時の見通しに

対する比率は低いものの、利用者数や宿泊者数の伸び、特定施設の売上高などの地

域経済に占めるウェイトや地域への波及効果をみると、ゆとりある国民生活の実現

や地域の振興の点で総合保養地域整備は一定の役割を果たしてきたといえる。
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今後は、地域の資源を活かすなどにより、各総合保養地域のコンセプトの確立、

機能の充実を図るとともに、整備された施設の利用促進策の強化を図ることが必要

である。また、波及効果を高める点からは、地域内の各種事業の連携の強化が必要

である。

５．支援措置と環境、景観等への配慮

支援措置と環境、景観等への配慮については、アウトプット、アウトカム双方にか

かわる事項であるので項を改めて述べる。

(1) 支援措置

総合保養地域整備法に基づく支援策としては、政策融資や税制特例措置のような

財政的支援、農地法等による処分についての配慮など制度上の配慮、機能充実面で

のソフト的な支援等がある。

このうち、財政的支援については、社会経済情勢の変化により新規投資が大幅に

減少していることを受けて、適用実績が減少している（ 参照 。ま図２６、図２７ ）

た、農地法による処分についての配慮や国有林野の活用についての配慮についても

新規開発が大幅に減少しているため、適用実績は減少している（ 参図２８、図２９

照 。一方、機能充実面でのソフト的な支援については、国内外の先進地事例の紹）

介、アドバイザー派遣などがあり、着実に実施されている（ 参照 。また、表２３ ）

公共による特定施設の整備を中心に、関係省が有している様々な補助制度等の支援

策が利用されている。

次に税制特例措置及び政策融資の効果把握手法について述べる。一つの方法とし

て、施設整備による純便益（＝便益－支援措置分を控除した費用）を施設整備に係

る政策コストと比較することも考えられる。純便益が政策コストより大きければ、

支援措置はプラスの効果があったと考えられる。今回の検討においては、便益の定

量的把握の方法論が未確立であったことなどのため、税制特例措置及び政策融資の

効果把握は困難であった。この点について今後引き続き検討する必要がある。

、 、 、 、 、なお 制度に伴う政策コストを算出すると 例えば 所得税・法人税 事業所税

． 、特別土地保有税の減税額は昭和６３年度から平成１３年度までの間で３８ ６億円

固定資産税及び不動産取得税の不均一課税に係る減収補てん額は昭和６３年度から

平成１３年度までで２８．２億円、ＮＴＴ－Ｃ無利子融資に伴う利子免除額が昭和

６３年度から平成１０年度までの貸付分について１７８．１億円である（いずれも

割引前の各年度の額を単純に合計したものである 。また、平成１４年４月１日ま。）

でに設立された第三セクター（解散した法人、休業中の法人、施設の管理のみ行っ

ている法人も含む ）への出資額は８５３億円で、これの機会費用も存在する（な。

お、稼動中の法人のみを合計したところ平成１２年３月末で７５６億円である 。。）

(2) 環境、景観等への配慮

総合保養地域整備法施行後暫くの間は、総合保養地域整備法の対象外の施設も含

めてゴルフ場やスキー場などの大規模開発による環境破壊や地価の高騰への危惧、

ゴルフ場の農薬問題等が顕在化し、一部では事業の遅延や中断に至ったところもあ
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る。こうした問題に対して、多くの自治体では、一定規模以上の開発に対して環境

影響評価を義務づけたり農薬使用を制限する環境保全条例を整備して対応してき

た。 は関係道府県による環境条例等の措置状況を示すものである。その他、表２４

市町村で条例が制定されている事例も多い（ 参照 。また、地価については表２５ ）

監視区域の設定も過去にはなされた（ 参照 。表２６ ）

バブル経済崩壊以降は総合保養地域整備自体も一般に大規模な開発は減少し小規

、 。模で多様な施設整備にシフトしていることなどから 問題も次第に沈静化している

また、美しい景観の保全や形成は総合保養地域として不可欠のものである。この

表ため、面的な景観形成を促すための条例の制定等により対応が図られてきた。

は、関係道府県による景観条例等の取組を示したものである。新潟県「マイ・２７

ライフ・リゾート新潟」景観形成指針、静岡県「にっぽんリゾート・ふじの国」構

想景観形成ガイドライン、京都府「丹後リゾート景観形成調査 、徳島県「徳島県」

リゾート地域景観形成ガイドライン」などは総合保養地域の整備に対応する形で指

針やガイドラインが制定されている。その他、市町村で条例が制定されている事例

も多い（ 参照 。表２８ ）
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Ⅲ．総合保養地域に係る今後の施策の考え方

Ⅱにおいて、特定施設の整備進捗率は一般に低いものであること、利用者や雇用者も

当初の見通しより低くなっていること、一方で利用者数や宿泊者数の伸び、特定施設の

売上高の地域経済に占めるウェイト等からみて、ゆとりある国民生活の実現や地域の振

興の点で総合保養地域の整備は一定の役割を果たしてきたこと、今後は地域の資源を活

かすなどにより、各地域のコンセプトの確立、機能の充実を図るとともに、整備された

施設の利用促進策の強化を図ることが必要であることを述べた。

本章では、これらの指摘を踏まえ、今後の施策の考え方について述べる。

１．特定施設・重点整備地区・基本構想自体の削除や廃止も含めた再検討、政策評価の

定期的実施

Ⅱで述べたように、社会経済情勢の変化により特定施設、利用者、雇用者の現状は

基本構想や当初の見通しから一般にかなり乖離している。整備が不確実な特定施設が

基本構想に挙げられていることは、公共施設も含めた計画的・一体的な整備に努める

総合保養地域整備の観点から問題である。

このため、基本構想作成後の経済情勢の変化を踏まえ、整備の重点化・効率化の観

点から、特定施設・重点整備地区・基本構想自体について削除や廃止も含めた再検討

を行い、基本構想を抜本的に見直し、実現性の高いものにする必要がある。また、今

、 、 、後 着実な整備を推進するためには 基本構想において時間管理概念を導入・徹底し

整備の工程表を策定する必要がある。

さらに、基本構想の着実な実施の観点からは、政策評価の定期的な実施と評価結果

。 、 、の政策への反映が不可欠である このため 基本構想に目標時期を明示するとともに

利用者数及び雇用者数等地域として適当と考える指標を、国民生活に結びつく政策目

標として設定し、基本構想に明示する等により政策評価を行う体制を整備する。加え

て、道府県は一定期間ごと（例えば５年おき）等に、透明性を確保し、また第三者の

参加を得つつ政策評価を実施し公表する。評価結果は政策に反映する。

以上に係る施策は 「Ⅳ．今後の総合保養地域の施策」において詳述する。、

２．総合保養地域の機能の充実、総合保養地域における地域間交流の促進

Ⅱにおいて、総合保養地域はゆとりある国民生活の実現や地域の振興の点で一定の

役割を果たしてきたことを述べ、また、成果を上げている事例からは、今後の総合保

養地域においては、地元の資源（特色）を活かすこと、運営・経営上の工夫を行うこ

と、人材を育成すること及び地域住民の積極的な活動を促すことが望ましいことを述

べた。加えて、近年では都市部と農村等地方部との交流が重要とされており、この点

でも総合保養地域は貢献できるものである。

こうした状況を踏まえ、総合保養地域の今日的役割は以下のように整理できる。

(1) 「ゆとりある国民生活の実現」からの今日的役割

我が国勤労者の自由時間は増大し、これら増大した自由時間の過ごし方が「生活

の質」向上のための重要なポイントである。一方、最近若干低下傾向がみられるも

のの、国民が今後の生活で重点を置きたい分野としては、引き続きレジャー・余暇



- 28 -

、 （ ）生活を挙げる者が最も多く 年齢が若くなるほど滞在型の余暇活動 リゾート活動

へのニーズも高くなっている（ 参照 。また、旅行目的については、美しい図３０ ）

自然や風景の中で、温泉で休養し、地元の料理を食べるという、周遊型ではない滞

在型の行動パターンの人気が高い （ 参照）また、総合保養地域の。 図３１、図３２

利用者数は当初の見通しには及ばないが、全国の観光延べ人数に比べ高い伸びを示

し、また、総合保養地域の宿泊客数は、全国の宿泊客数が減少する中で増加傾向に

ある。特定施設の利用が全体として相対的に広がっているといえる。

このような状況にかんがみると、良好な自然を有する地域においてスポーツ、教

養文化活動、休養等の場を用意し、広く国民が滞在を楽しむことにより、ゆとりあ

る国民生活の実現を図るという総合保養地域整備法の理念は引き続き重要な意義を

有するものといえる。

また、高度経済成長下における都市への人口流入の結果として、都市部には良好

な自然環境とのふれあいの機会が殆どない人々が増加している。地方部における滞

在空間は、これら都市部の勤労者の健康回復の場や親子のコミュニケーションの場

となるとともに、子世代まで含めた「第２のふるさと」としての役割が期待されて

おり、今後ますます重要になると思われる。

(2) 「地域の振興」からの今日的役割

平成１４年７月の副大臣会議においては 「地域の輸出産業の製造拠点の海外移、

転等に伴い、わが国の地域経済、輸出の成長が低迷している 「観光の拡大は、我」、

が国の経済 人々の雇用 地域の活性化に大きな影響を及ぼす との認識の下 国、 、 」 、「

民のニーズの多様化に応えられる、地域の多様な資源を活用した観光交流の空間づ

くりの推進」を打ち出した（平成１４年７月４日 「観光振興に関する副大臣会議、

報告書 。これは、基本方針の「地域の資源を効果的に活用しつつ、第三次産業を」）

中心とした新たな地域振興策を展開する」という考え方とも一致するといえる。

国土交通省の調査によれば、総合保養地域に限らず観光消費一般による売上高は

２０．６兆円、これに関わる雇用創出は１８１万人であるが、これに伴う経済波及

効果をみると、生産効果（観光消費売上高と誘発された生産高の合計）が４８．８

兆円、これに関わる雇用創出効果（生産効果による雇用者と観光消費に関わる雇用

者の合計）が３９３万人と推計され、観光振興は地域振興に大いに寄与することが

伺える。

また、前章で述べたように、特定施設の雇用者は当初の見通しには及ばないもの

の、平成１１年で特定地域の従業者の約３％を占める地域もあり、また、特定施設

の売上高が特定地域の小売業の販売額の１割を超える地域もある。さらに地域への

波及効果も見られるところである。

これらからみて、総合保養地域整備法は地域振興の点でもなお大きな意義がある

といえる。

さらに、総合保養地域整備法による施設は、地域の交流基盤等となるものであっ

て、こうした施設の活用・ニーズを踏まえた再活用による都市・農村間などの交流

等が図られることは、施設の稼働率の向上に寄与するばかりでなく、交流人口の増
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加、地域の活性化という点で意義深いものである。

以上のように総合保養地域整備法自体はなお大きな役割があるといえる。その際、

地域の独自の魅力の追求と向上、整備された施設の魅力の向上、運営・経営や利活用

の工夫、利用促進、総合保養地域を担う人材の育成、さらに地域全体の連携強化とい

った機能の充実（ソフト面の充実）や、それを活かした地域間交流を促進することが

今後の総合保養地域にとっては望ましい。

のとおり、滞在型の旅行に望む機能として、温泉施設やスポーツ施設に対す図３３

るニーズは高いものの、その一方で、高齢者の需要が相対的に増えることが確実であ

るなどにより、高齢者・障害者に配慮した設計・サービス、地域の人々とのふれあい

・交流、医師による健康診断といったニーズも出てきている。前述の副大臣会議報告

書でも「観光産業中心ではなく地域の幅広い関係者の参加を得た上で、多様な地域資

源を活用し、ホスピタリティを持って観光客を受け入れる「観光交流空間づくり」を

推進する」とされている。例えば、地域住民によるホスピタリティの発揮、地方公共

団体によるバリアフリー環境の整備など歩いて回れるまちづくりを進めることによ

り、訪問者を一つの施設で囲い込むのではなく、地域を回遊し多くの施設を利用して

もらい地域全体としての活性化を図ることが望まれる。

、「 ． 」 。以上に係る施策についても Ⅳ 今後の総合保養地域の施策 において詳述する
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Ⅳ．今後の総合保養地域の施策

本章では、Ⅲを受けて総合保養地域に係る具体的な施策を述べる。

１．特定施設・重点整備地区・基本構想自体の削除や廃止も含めた再検討、政策評価の

定期的実施

（ 、(1) 特定施設・重点整備地区・基本構想自体の削除や廃止も含めた再検討 基本方針

基本構想の見直し）

、 、Ⅱにおいて 特定施設の整備進捗率は一般に基本構想と比べ低いものであること

利用者数や雇用者数も当初の見通しより低くなっていることを示した。

このため、次のような措置をとる必要がある。

「 、1) 基本方針の二の５においては 整備の見込みがあるかどうかの判断については

施設の概要、事業実施時期等を明らかにした民間事業者による具体的な整備計画

が存在し、かつ、その実現性を担保するものとしての民間事業者によるフィージ

ビリティ・スタディ（立地可能性調査 、施設整備に関する意思の表明等が行わ）

れているかどうかによるものであること」とされている。

そこで、現時点で再度、ニーズを踏まえた民間事業者によるフィージビリティ

・スタディ、施設整備に関する意思の表明等を行う。その際、当該施設の整備の

可能性のみならず、既存の施設も含めた他の施設との競合・連携の可能性につい

ても併せて調査すべきである。その上で、立地条件、市場競争力、関係者の施設

整備・運営能力、地域の推進体制や今後予想される社会経済情勢の変化等を踏ま

えて整備の可能性について判断する必要がある。

以上について、基本方針の中に確認的に記載する。

2) 1)の考え方を踏まえて、現行基本構想を再検討する。

特定施設については、整備の重点化・効率化の観点から、整備の実施の見込み

の立たない施設の削除、整備の内容の変更を行う。その際、整備が行われる施設

が相互に有機的なつながりを持ち得、地域の一体的・効率的な整備がなお可能で

あることを確認し、また環境上必要な配慮を行った上で、後継施設の有無とは関

係なく削除等を行う。

、 、 、重点整備地区については 各地区内の特定施設の整備の可能性を踏まえ また

整備が行われる地区が相互に有機的な連携を有し、地域としての一体性がなお存

在することを確認し、さらに環境上必要な配慮を行った上で、必要に応じ地区の

設定の解除、整備の内容の変更、地区数の重点化を行う。

特定地域については、特定施設及び重点整備地区の見直しを踏まえ、必要に応

。 、 、じ内容の変更を行う なお 特定地域全体としても整備の実現性が薄い場合には

基本構想を廃止する。

その際、国においても「総合保養地域運用指針 （仮称）を策定し、円滑な基」

本構想の見直しが促進されるよう努める必要がある。

また 「規制改革の推進に関する第２次答申－経済活性化のために重点的に推、

進すべき規制改革－ 平成１４年１２月１２日総合規制改革会議 において 道」（ ） 、「

府県と国の協議の手続の見直しによる変更に係る協議期間の短縮等、協議に係る

事務負担の軽減措置について、平成１４年度中に検討し、対応していくこととす
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る」とされており、これについて適切に措置する必要がある。

今後、道府県における、現在の社会経済情勢を踏まえた基本構想の抜本的な見

直しに期待したい。

(2) 政策評価の容易な制度の確立、政策評価の定期的実施（基本方針、基本構想の見

直し）

本政策評価書のまえがきに記したように、従来型の行政手法を抜本的に改革し、

２１世紀型の国土交通行政の体系に改革していくに当たっては 「政策評価」が最、

も重要なツールになる。総合保養地域の施策においても、国民生活に直接結びつく

政策目標が明示され、施策の成果が政策目標との関係で明らかにされ、それに基づ

いて施策が検討、実施されなければならない。

、 。こうした考え方からみると 現行の施策体系は次のように改められるべきである

1) 基本構想においては、目標時期を明示する。

2) 総合保養地域における利用者数及び雇用者数等で地域として適当と考える指標

を、国民生活に直接結びつく政策目標として設定し基本構想中に明示する。

3) 総合保養地域における特定施設の整備数を、事業の実施に係る目標として設定

し基本構想中に明示する。また、特定施設の整備に係る投資の見通し額を参考と

して示す。

、 （ ）4) 道府県においては基本構想の着実な推進のために 一定期間 例えば５年おき

ごと、目標年次到来時及び経済状況に大きな変動が起こった時に、民間事業者に

よるニーズの再点検等を踏まえ、整備の可能性について再度判断しつつ、透明性

を確保し、第三者の参加を得て政策評価を実施し公表する。国においては、道府

県の政策評価を受けて、総合保養地域に係る施策の動向について取りまとめ公表

する。

5) 道府県は政策評価を踏まえ、必要に応じ基本構想を見直す。国も必要に応じ施

策の変更を行う。

(3) 整備の工程表の策定（基本方針、基本構想の見直し）

総合保養地域においては、良好な自然環境と調和させつつ個々の特定施設やイン

フラを計画的・一体的に整備し優れた滞在空間を形成していく必要がある。また、

総合保養地域の整備は、他の様々な地域計画や事業実施計画と整合していなくては

ならない。こうした点を明確にし着実に整備をしていくためには、時間管理概念を

導入・徹底し、道府県が市町村、事業者、地域住民と協議して基本構想の中に整備

の工程表を策定する必要がある。

この工程表は、当然、本章の冒頭に記した政策評価の対象になるものである。

２．総合保養地域の機能の充実、総合保養地域における地域間交流の促進

、 （ 、 ）(1) 特色ある余暇空間の形成 地域独自の魅力の追求 基本方針 基本構想の見直し

基本方針では「総合保養地域の性格及び機能」として 「広く国民が、良好な自、

然環境及び生活環境の中で余暇等を利用して滞在する」ことが挙げられている。す



- 32 -

なわち、総合保養地域は多自然地域での滞在型の余暇活動を前提とするものであっ

、 、 。て 日帰りのレジャー 周遊型や慰安型の観光活動などを対象とするものではない

その上で基本方針は「地域自らの創意と工夫により気候、地勢、歴史、文化、

伝統等の地域の特性を最大限に発揮した特色と独自性に満ちた地域であること」を

求めている。特色ある余暇空間の形成、また地域の特色を活かした地域独自の魅力

を追求することにより、その地域が利用者に対してアピールする、いわば「地域の

ウリ」が明確になる。そのことは、利用者の選択の幅を広げ多様な楽しみ方を提供

するとともに、地域間の競合を避けることにもつながる。

実際に、各特定地域の特色は次のように整理できる（各道府県へのヒアリングに

より整理 。 によれば、自然的特色はすべての道府県で記載されている。一） 表２９

方、歴史・文化的特色は道府県によって記載の程度に差があり、栃木県や京都府な

ど多くの特色が挙げられているものがある一方で全く記載されていないところも多

い。これは、地域の歴史が浅いこともあるであろうが、地域の価値の再発見に努め

る余地もなおあるものと思われる。

また、大都市から地域へのアクセス状況によっても、特色の出し方は異なるであ

ろう。例えば、大都市から時間的に近く、費用的にも安くアクセスできる地域であ

れば、週末等を利用した１・２泊の滞在を１年間に何回か気軽に楽しむことができ

る。このため、日頃の仕事の疲れを癒すための休息としての家族滞在や友人同士で

の気分転換のための滞在にふさわしい地域として特色を出していくことが考えられ

る。

一方、大都市から比較的遠い地域では、比較的まとまった休暇が取れる場合に３

泊以上滞在して、ゆっくり余暇活動を楽しむ地域として特色を出していくことが考

えられる。その際、長期間のまとまった休暇が取れることは実際には少ないので、

そうした機会に訪問するだけの高い魅力を持っている必要がある。また、３泊以上

の滞在の場合には、海外旅行との競合についても留意する必要がある。民間事業者

・国内リゾートは、海外観光地との競争力を付け、国民ニーズに応える努力が必要

であり、そのためには、長期旅行に応えられるよう低廉化の取組や国民ニーズにあ

った多様な商品の企画、観光地づくりをはじめ、ＩＴを活用するなどの情報提供等

を行う必要がある。

各地域が総合保養地域として成功するためには、立地条件が適当であることはも

ちろんであるが、地域の関係者の積極的な取組により、前述の特色や魅力を更に高

めていくことが必要である。各地域の取組の状況をまとめると のとおりであ表３０

る。自然的特色に係るものとしては、散策イベント、自然観察会など自然に親しむ

ものや、植樹祭やガーデニングの振興など新たに自然を作り出していくものとなっ

ている。次に、歴史・文化的特色としては、農林漁業などの各種体験やそれらを通

じた交流、地域資源を活かした新たな商品開発に加え、そぞろ歩きのできる温泉街

づくり、情緒づくりにも及んでおり大変幅が広いものになっている。取組手法につ

いても、地域住民主体の取組もみられ、その形態もまちづくり協議会やＮＰＯ、ま

た温泉街では若女将会や若旦那会が活動するなどバラエティに富む。

地域の価値の発見、地域の独自の魅力の向上に当たっては、ＮＰＯ、地域住民等
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が積極的に活動することが望まれる。地域外のコンサルタントに任せきりにするよ

うなことはあってはならない。

こうした観点から基本方針及び各基本構想は見直されるべきである。

(2) 特定民間施設の運営の充実・経営上の工夫

基本方針では、特定民間施設の運営は 「適正な価格での質の高いサービスの提、

供 「シーズン・オフ対策 「地域の振興・活性化とのリンク 「スポーツ、教養」、 」、 」、

文化活動、学習活動等に係る指導者の確保 「家族単位の利用者又は高齢者、外国」、

人等を含めた利用者への必要な配慮 「各運営主体による連絡協議組織の設立等に」、

よる密接な連携・協力」が挙げられている。さらに、民間事業者のノウハウを最大

限活用して経営にあたるべきことは言うまでもない。今後、総合保養地域の機能の

充実が目指される中で、これらの取組の更なる強化が望まれる。

実際に 「シーズン・オフ対策」として夏季及び冬季がメインとなる施設をそれ、

ぞれ経営（栃木県 「地域の振興・活性化とのリンク」では、地元のホテルによる）、

地域住民を対象とした料理教室の開催（京都府 「スポーツ、教養文化活動、学習）、

活動等に係る指導者の確保 では 水族館の飼育スタッフによる自然観察の指導 愛」 、 （

知県）などがある。また 「家族単位の利用者又は高齢者、外国人等を含めた利用、

者への必要な配慮」では、湯治温泉におけるバリアフリー（秋田県 、身障者団体）

の宿泊に対応（京都府）などがある。さらに、施設のリニューアルによるリピータ

ーの確保（千葉県 、地元の農業従事者のアイデアに基づく果樹の多様化による観）

光農園の開場期間の長期化（滋賀県）など民間事業者のノウハウを最大限活用して

経営に当たるべきことは言うまでもない（ 参照 。今後、総合保養地域の機表３１ ）

能の充実が目指される中で、これらの取組の更なる強化が望まれる。

(3) 人材の育成

滞在型の余暇活動では、観光型や周遊型ないし宴会型の余暇活動と異なり、利用

者は 短い時間に多くの金銭を消費して満足を得る 満足を買う ことよりも な「 」（ ） 「

るべく少ない金銭を用い長い時間を消費して満足を得る （満足を作り出す）こと」

が重視される。

そこで重要になるのが、利用者が充実した余暇を過ごすのを手助けする人材であ

る。このような人材は多岐にわたる。例えば、スポーツ、教養文化活動、学習活動

等の指導をする人材や、地域の自然、文化、産業、訪問すべき場所等を紹介できる

人材である。

基本方針においても、こうしたニーズを踏まえ、上記特定民間施設の運営にあた

「 、 、り 総合保養地域の整備が地域の振興・活性化に結び付くよう ・・・地域の自然

文化、産業等の紹介等に努めること 「必要に応じてスポーツ、教養文化活動、学」、

習活動等の活動に係る指導者の確保に努めることにより、施設の利用者が適切にこ

」 。 、れらの活動を行うことができるように努めること としているところである 今後

総合保養地域の機能の充実を図っていく上で、民間における上述の人材の育成が望

まれる。
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行政による地域振興の観点からのこうした人材育成の支援も望まれる。

地域における特色のある人材の育成や活用は のとおりである。形態として表３２

は、①ボランティアによるもの、②地域住民の任意団体によるもの、③施設を運営

する民間会社が行うものなど多岐にわたっている。また、その分野も①観光客に地

元の自然や歴史を紹介、②自然体験、グリーンツーリズムなどの農林業体験その他

産業体験のインストラクター、③スポーツインストラクターなどバラエティーに富

む。中には、漁業従事者からなる水産研究会と町おこしグループとの共催により、

漁船を使った潮流体験に合わせて、船上で水軍の歴史や文化を説明するユニークな

取組もある（愛媛県 。こうした人材の活動自体がその地域の特色となるものであ）

り、各地域とも人材の育成、組織化、来訪者へのＰＲや、来訪者に対する案内人、

インストラクター等の手配などの体制整備が望まれる。

(4) 推進連絡体制の確立、情報提供の円滑化

基本方針においては 「総合保養地域の円滑な整備の促進を図るため、都道府県、

内における調整・連絡体制の充実・強化を図るとともに、関係地方公共団体、関係

事業者等から構成される推進連絡協議会等を設立し、これらの者の間の連携を確保

すること」とされている。

推進連絡協議会は、これまで全国で１５０程度設立され、構想の承認当初は、こ

の協議会等を活用して、イベントや広報宣伝、関係者の研修などの実施を通じ、総

合保養地域の整備を積極的に推進した道府県が多い。しかしながら、社会経済情勢

の変化により次第に民間事業者の投資意欲が鈍化するのに併せて、協議会等の活動

も鈍化しているところが少なくない。解散や活動休止をした協議会、ここ数年会議

も開催されていない協議会は全体の約４割にも及ぶ。しかしながら、こうした協議

会は基本構想の進行管理を適確に行い、着実な推進を図るために欠くべからざるも

。 、 、のである のように ホームページを自らで整備しているところもあるなど表３３

現在、活動している協議会は、国民に対する総合保養地域の広報宣伝主体として重

要な役割を担っている。

現在、活動している協議会の活動内容をみると、①ホームページの作成などの広

報宣伝、②利用促進のための取組（参加体験型メニューの提供、自然体験や環境学

習を主軸にした場の提供、スタンプラリー、イベントの開催等 、③ホスピタリテ）

表ィ研修等各種研修会の開催、④先進事例の調査研究など多岐にわたっている（

参照 。さらに、協議会のネット化を図ること等により、全国レベルでの総合３３ ）

保養地域に係る情報を提供することも考えられる。さらには、これまでの協議会に

は関係事業者は参画していても、一体となって総合保養地域の振興を図るべき住民

が参画しているものはほとんどなかったことから、ＮＰＯ、地域住民等の参画を求

めることも望まれる。例えば、兵庫県では、ＮＰＯ法人（あわじ緑花協会）や自治

会、婦人会の代表者が委員として協議会に参加しているところである。
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(5) 行政、ＮＰＯ、地域住民、民間事業者等の連携の強化（基本方針、基本構想の見

直し）

およそ地域住民を抜きにして地域づくりは考えられない。

その観点から、総合保養地域の基本構想の作成、公的施設の運営、利用促進、政

策評価に当たっては、ＮＰＯ、地域住民等の積極的な参加を求め、行政、事業者と

共に「地域パートナーシップ」を形成して対応する必要がある。具体的な手法とし

ては、前述の協議会への参加や、ＩＴを利用した住民からの意見募集など様々なも

のが考えられる。

具体的には、管理運営体制に町民の声を反映させるためのワークショップの開催

（静岡県 、町並み保存地区における無料休憩所の住民による管理運営（岡山県 、） ）

官民の協力による花畑の創出、ガーデニングイベントの開催（埼玉県）など多様な

取組がなされつつある。また、こうした取組の中から地域の女性たちがパンやジャ

ムづくりを行うグループを結成するなど新たな経済活動の芽もみられる（ 参表３４

照 。）

また、利用促進にあたっては、需要者側からの意見が特に重要であって、都市地

、 。域のＮＰＯや住民 消費者団体などの参画により交流を促進することも考えられる

(6) 環境、景観の向上（基本方針、基本構想の見直し）

基本方針においては 「総合保養地域の整備に当たっては、必要に応じて自然環、

境に与える影響を調査・検討すること等により、自然環境の保全に十分配慮するこ

と 「総合保養地域の整備に当たっては、基本構想の作成及び事業の実施に際して」、

その内容に応じて環境保全上の観点から検討を行うこと等により、生活排水による

水質汚濁の防止等環境の保全に十分配慮すること」とされている。

総合保養地域は「良好な自然条件を備えていること」を要件の一つにしており、

他地域よりも数段優れた環境が要求される。このため、行政が地域において引き続

きその地域にふさわしい環境保全を図る条例を制定するなどによる対応が望まれ

る。

地域においても、地元自治体による森林の買入れと保護（岩手 、植生を保全す）

るための入山者の調整（秋田 、美しい星空を守るための人工光抑制の条例（群馬）

・高山村光環境条例 、自然保護団体を中心としたアオウミガメの現地生態調査と）

啓発による保護活動（愛知 、事業者による自然環境に優しいエネルギーシステム）

の導入 和歌山 自然保護団体 山岳関係者及び行政が連携した緑の保護活動 鳥（ ）、 、 （

取 、地域住民によるブナ林の保護活動（岡山）など、森林の保全を中心に多様な）

活動が行われているところである。

また、優れた景観はそれ自体総合保養地域の重要な要素である。このため、基本

方針において「優れた景観の保全及び形成」を配慮すべき重要事項の一つとして加

えるとともに、これを受けて基本構想の見直しを行う。また、地域において引き続

きその地域にふさわしい景観形成を図る取組が望まれる。さらに、総合保養地域に

おいて環境や景観がその地域の重要な価値であることにかんがみ、建築や看板設置

に係る配慮、ゴミのポイ捨てをやめるなどマナーの徹底が望まれる。
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例えば、地域住民主導による清掃活動（海岸清掃、草刈り等 、地域住民による）

花壇の植栽、並木の育成管理等も行われている（静岡県、和歌山県、岡山県、徳島

県、香川県、愛媛県 。また、県において星空や夜間景観に係る憲章を制定してい）

る例もある（群馬県 。）

(7) 総合保養地域における地域間交流の促進

以上の機能の充実を活かして総合保養地域と都市地域等との地域間交流を促進し

ていくことが望ましい。

一方、 の観光旅行（国内）に対する不満をみてみると、施設の利用価格や図３４

食事等のサービスといった面のほか、高齢者・障害者への配慮、地域住民の気配り

といった面に不満がみられ、こうしたことが交流を妨げる一因と考えられる。

このような状況に対応するには、高齢者や障害者のモニターツアー等の実施を通

じ、こうした人々も安心して来訪できるようなハード・ソフトの整備や、地域住民

の開放性、ホスピタリティについて啓発することが考えられる。また、Ⅲで述べた

ように、訪問者を一つの施設に囲い込まず、地域を回遊して多くの施設を利用して

もらい、地域全体としての活性化が図られるよう、歩いて回れるまちづくりを推進

することや、小学校の総合学習や修学旅行における体験学習に対応するため、地域

独自の資源をメニュー化することなどが考えられる。

これらの方策の実施にあたっては、ＮＰＯ、地域住民等の活動が不可欠である。

また、日常から都市住民等と情報交換し、都市住民等のニーズを踏まえることが望

ましい。

実際に、地域住民が都市住民等と交流している事例を挙げると のとおりで表３５

ある。大きく分類すると、①児童、生徒を対象に修学旅行等の際に農業体験、漁業

体験等の体験学習やスポーツの場を提供するもの（この場合、交流範囲は必ずしも

近距離ではなく、山形県と千葉県、千葉県と愛知県などもある 、②ボランティア。）

体験も含め、都市住民全般を対象に農業、調理加工、工芸などの体験の場を提供す

るもの（施設の管理を地元自治会が受託し地元の結束力が向上した例もある 、③。）

、 、 、姉妹都市間で様々な体験を通じた交流を行うもの ④地域内外の子供達 地域住民

。 、 、県内外の芸術家が音楽や造形を通じて交流を行うものがある 例えば 熊本県では

神奈川県等から修学旅行生が来島し、漁業組合や旅館組合が中心となって、島の資

源である化石や漁業を核としたアイランドツーリズムを実施しており、年々受入校

が増えてきている。こうした情報について積極的に広報を行うことにより、参加者

を増やしこれらの活動を促進することが望ましい。

(8) 連続休暇を取得しやすい環境づくり－社会システムとしての対応－

最後に、総合保養地域の機能の充実や交流促進の必要条件として、連続休暇を取

得しやすい環境づくりについて述べる。

のリゾートライフを楽しむために効果的と思うものをみてみると、安く施図３５

設等を利用できることのほか、連続休暇を取得しやすくなること、ピーク時を避け

て活動しやすくなることへの要望が高くなっている。
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「観光振興に関する副大臣会議報告書～観光交流を通じた経済の活性化、家族と

の絆、自分の住む地域・国との絆の再生により、元気な日本の再生を～」（平成

１４年７月）においても 「年次有給休暇の取得について、年休計画表の作成の一、

層の促進、シンポジウムの開催をはじめとするキャンペーン等を通じ、休暇の長期

連続化や休暇取得時期の多様化を推奨する」こと 「学校における長期休業日の分、

散化を推進する環境を整備する」ことなどを提言している。また 「家族旅行は、、

旅行を通じ家族が共通の目的を持つことで家族関係を安定させること、多様な価値

へ児童・生徒の視野を広げる意義のあること」とし 「最低１週間を目標とする長、

期旅行の普及、定着を推進する」としている。

また、この長期旅行に必要な「ゆとり休暇」は、観光等レジャー余暇活動の機会

の増加や旅行需要の平準化（旅行時期の分散化）をもたらし、国民の生き甲斐を増

加させ、内需を拡大し、雇用拡大にもつながるものとして大いに期待できるもので

ある。

平成１４年に国土交通省・経済産業省・財団法人自由時間デザイン協会が発表し

た『休暇改革は「コロンブスの卵 （休暇制度のあり方と経済社会への影響に関す」』

る調査研究委員会報告書）でも、年次有給休暇の完全取得が実現した場合、１２兆

円の経済波及効果と１５０万人の雇用創出の効果があるとされている。

しかしながら、平成１３年における我が国の雇用者の年次有給休暇の平均付与日

数は約１８日であるのに対し、実取得日数は約９日と、一人当たり年間９日間の休

暇が放棄されている状況にある。また、厚生労働省「夏季における連続休暇の実施

予定状況調査」によれば、平成２年には製造業７．９日、非製造業５．７日、合計

で７．１日であるが、平成１４年には製造業７．２日、非製造業６．２日、合計で

６．８日となっており、合計でみるとほぼ横ばいにとどまっている。

、 、 、 、 、 、 、このことから 平成１４年６月より 内閣府 警察庁 総務省 法務省 外務省

文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省の観光対

策関係１２省庁が 「ゆとり休暇」取得促進のための広報を共同で実施していると、

ころである。

今後、グローバリズム、成果主義の厳しい競争の中ではあるが、例えば、８月は

締切りとなる業務や会議をできるだけ減らすように職場単位あるいは社会システム

とした創意工夫が望まれる。
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おわりに

本政策評価書は、総合保養地域整備の現状につき評価を行うとともに、評価結果を踏ま

えて総合保養地域に係る今後の施策のあり方について検討したものである。

その結果、特定施設の整備進捗率、利用者や雇用者の状況からみて基本構想及びそれに

基づく見通しからは隔たりがあるものの、利用者数や宿泊者数の伸び、特定施設の売上高

の地域経済に占めるウェイト等でみると、総合保養地域の整備はゆとりある国民生活の実

、 。現や地域振興の上で役割が大きく 法制度としてはなお大きな役割があることがわかった

また、今後の総合保養地域においては、地域の資源を活用した独自の魅力の向上、整備さ

れた施設の魅力の向上、運営・経営や利活用の工夫、利用促進、総合保養地域を担う人材

の育成、さらに地域全体の連携強化といった機能の充実（ソフト面の充実 、それを活か）

した地域間交流の促進等の取組を行うとともに、それらの取組について支援を行うことが

望ましい。

このため、今後、基本構想の抜本的な見直し、特定施設・重点整備地区・基本構想自体

の削除や廃止も含めた再検討、政策評価の定期的実施、基本構想における独自の魅力の追

求等による総合保養地域の機能の充実、総合保養地域と都市地域等との交流、連続休暇を

取得しやすい環境づくりを促進するよう指摘した。

また、従来の政策体系は政策評価を前提としたものではないので、当初基本構想におけ

る特定施設数が把握できなかったこと等政策評価においてデータ不足により至っていない

点もあろうかと思う。このため、目標を明示する等政策評価をしやすい体系にしていく必

要がある。

最後に、国土交通省として、本政策評価書に基づき、総合保養地域に係る今後の施策の

効率的・効果的な実施が図られるよう努めていく所存である。
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（別添）

総合保養地域に関する懇談会関係資料
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総合保養地域に関する懇談会について

１．懇談会の設置趣旨及び開催経緯

昭和６２年６月に施行された総合保養地域整備法に基づき、各道府県において基本構

、 （ 、 、 ）想が策定され 特定施設 スポーツ 教養文化活動 休養等の多様な活動に資する施設

の整備が進められてきており、国民の余暇活動の充実や地域の活性化に一定の効果をあ

げてきている。

一方で、社会・経済情勢の変化等により、基本構想に位置づけられた特定施設の整備

進捗状況はなお低いのが現状であり、特定施設の中には、経営上問題が生じた事例も見

受けられる。

、 、このように 総合保養地域を巡る状況が基本構想の策定時から変化していることから

これまでの総合保養地域の整備に関する成果や課題を考察し、それらを踏まえた上で今

、 （ 、 、 、後の総合保養地域のあり方を検討するため 主務省 総務省 農林水産省 経済産業省

国土交通省）が連携して、標記懇談会を平成１３年９月に設置した。

、 、 。以降 平成１４年１２月までに計６回の懇談会が開催され 報告が取りまとめられた

五十音順）２．懇談会委員名簿（

◎梅 澤 忠 雄 東京大学大学院工学系研究科客員教授

大 住 莊四郎 新潟大学経済学部教授

加 森 公 継 加森観光(株)専務取締役

近 藤 健 雄 日本大学理工学部海洋建築工学科教授

佐 野 光 成 山梨県勝沼町ぶどうの丘事業管理者

武 林 弘 ハウステンボス(株)管理部門役員付参事

鶴 岡 憲 一 読売新聞東京本社編集委員

根 本 敏 則 一橋大学大学院商学研究科教授

原 重 一 財団法人日本交通公社常務理事

樋 口 勝 典 三重県農林水産商工部長

マリ クリスティーヌ 異文化コミュニケーター

向 井 清 史 名古屋市立大学経済学部教授

廻 洋 子 淑徳大学国際コミュニケーション学部経営環境学科講師

○安 島 博 幸 立教大学観光学部観光学科教授

※ ◎は座長、○は副座長
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３．懇談会議事要旨

☆ 第１回：平成１３年９月１７日（月）１４：００～１６：１５

○ 議事概要
■梅澤委員を座長、安島委員を副座長に選出
■事務局より資料を説明
■議事に関連しての委員からの発言概要

・ 成功・失敗の事例をきちんと分析する必要がある。

・ 供給側の発想が先走っていたのではないか。基本構想などで需要側のニーズを反
映するような仕組みが必要。

・ バブル経済崩壊の影響を受けて一部施設が経営破綻に至ったということはリゾー
ト固有の問題ではない。リゾートについて言えば、需要予測の精度を高める必要が
ある。国の支援措置は、社会的効果を考慮したものであるから、経営が厳しくても
社会に効果があれば評価できる。ただ、社会的効果を定量的に把握するのは非常に
難しい。

・ 地域振興の観点から、人が来ない所を民間活力で何とかしようとの発想で、よほ
ど条件整備をしないと難しいとは知りつつスタートしたのだと思う。批判はもっと
もなところもあるので、批判についてはベーシックな議論をすべき。法制定時には、
供給が需要を作っていくものだから、いくつか成功事例を作って、うまくいってか
ら全国に広げるべきとの議論もあった。また、民間が既にリゾート開発に取り組み
始めていた時期に、法律が後を追う形となったが、民間がやることに何故法律を作
るのかとの議論もあった。

・ 景気変動とリゾートの浮沈の関係は世界で経験済み。日本のように、景気変動に
、 。よる経営破綻を単純にリゾート整備の失敗と考えるのでは 後に続く人がいなくなる

評価の視点がミクロすぎる病的な議論は避け、海外の数多くの、そして長い歴史の
中での経験も含め前向きな議論が必要。

・ 現場に行くと省庁の縦割り行政のために出来ないことが多いが、予算を効率的に
使う仕組みを考えなければならない。地方公共団体もコーディネートやプランニン
グをしっかりしなければならない。

・ 制度上、事業主体の能力をチェックする機能がない。チェック機能を検討してい
くべきではないか。

・ リゾートとは何かがよくわからないのでは。当社でもテーマパークでいくのか、
リゾートでいくのかオープン以来議論になっている。

・ 観光・リゾートに対してのニーズが量的にも質的にも変化している。この中で、
経営問題を抱えているものをどうするかと今後のリゾートをどうするかの２点を考
える必要がある。リゾートは１週間程度の長期滞在を指すと思うが、今ある施設で
は必ずしもそうなっていないのでは。２・３泊でも良いから需要を掘り下げていく
ことが必要。長期休暇制度や泊食分離などは提言できるのではないか。

・ 既存の温泉観光地はどこもガタガタである。既存の温泉観光地などの活性化をど
うするのか。

・ リゾート法は目的がいろいろありすぎてよく分からない。何を目的にリゾート整
備を進めていくかをはっきりすべきである。法制定時は、金余り、遊休地の活用、
内需拡大等の様々な問題をリゾート法で片づけようとしたのではないか。オースト
リアでは、目的を外貨の獲得に絞ってスキーリゾートを推進している。

・ 今また都市再生が叫ばれているが、４全総の頃は、東京が国際都市として発展す
るため金をつぎ込んだ。地方では何かといえばリゾートだった。
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、 。・ もともとあった計画が リゾート法が出来たことでそれに乗っかったところもある
何でもリゾート法のせいにするが、失敗した事業者が悪いのではないか。

・ 一般にリゾート整備は難しい。過疎地で開発しようとすると、電気や水道から新
たにひかなければならない。リゾート開発は表の部分より陰の部分に巨額の投資を
している。リゾート整備は大企業だから適格というものでもない。失敗の根本は過
大投資とマーケティング不足である。作れば来るだろうという安易な発想が事業者
にあったのではないか。今、何処のリゾート施設もリニューアルの時期でお金がか
かるが、銀行は貸してくれない。これではリゾートの先行きが不安である。何らか
の支援が必要。

・ リゾート整備は地域のオリジナル性を活かしたものであるべき。同じ地域に同じ
ような施設がたくさんあるようではダメ。

・ リゾートは地域振興と大きく関連する。民間で出来るのなら民間がやっている。
自治体を含めて事業を評価する必要がある。

・ 行政の担当者は人事異動ですぐに変わるのでプロフェッショナルが育っていない。
欧米のＮＰＯは優秀な人材を世界中から集め専門的に活動を行っている。

、 。・ 英国では田園風景がとても印象的であるが 先人からの遺産として意識されている
日本の田園風景も国の遺産であり、文化遺産、観光遺産、農業生産地と多面的な役
割を持っている。様々な制度の中でリゾート法が果たす役割はなんなのか。エコツ
ーリズムなどとの連携も大事である。

☆ 第２回：平成１３年１０月３０日（火）１３：００～１５：０５

○ 議事概要
■事務局より資料を説明
■議事に関連しての委員からの発言概要

（ケーススタディ１：トマム）
・ トマムの運営委託を頼まれたときに経営内容を見たところ、関兵精麦（株）が所
有するスキー場、ゴルフ場、ホテル等の施設は償却も進んで経営が成り立つと思っ
たが、バブル期に整備したアルファコーポレーション（株）のホテル等施設は経営
が成り立たないと思った。しかし、村は存続を希望するし、社会問題化を避けるた
めにも、村が施設を買い取った上で運営を受託することとなった。客は増加しない
と想定し、オペレーションコストを削減したが、人員カットはしていない。取引先
も維持した。現在、業績は上向いている。会員権については、利用目的の人々に
とっては引き続き利用できるよう一定の配慮をした。

・ トマムリゾート開発は、石勝線の開通にあわせて沿線開発ができないかというこ
とで占冠村が積極的だった。国鉄をはじめデベロッパーを探したが、結局仙台に本
拠を置く関兵精麦（株）が引き受けることとなった。トマムは、ニセコや札幌国際
などと比べると、寒過ぎ、コースも平坦でスキー場としての自然条件はそれほど良
くない。このため、サマーリゾートを第一に、スキーもできるというコンセプトを
提案した。トマムのリゾート開発には色々な専門家が群がってきた。一つ言えるこ
とは、最終消費者に支持されていれば、事業経営者が変わっても存在できるという
こと。タワーはシンボルとして１本で良かったのではないか。札幌都市圏人口は
２００万人近くあり、千歳空港経由で札幌とトマムを結ぶ高速道路が同時に整備で
きれば、効果はもっと大きくなったと思う。結局、リゾート法でリゾートができる
わけではなく、関連整備が必要だ。

・ トマムのリゾート整備により国民にどういうメリットがあったのか。

・ とりあえず地域振興という面では成功している。大損した事業家や会員権が紙く
ずになった人もいるが、株でもあるし、実業の世界ではあり得る話。加森観光(株)
に引き継いでうまくいっているので所期の目的は達しているとも言える。どういう
観点で見るかが大事。批判をするにしても、視点・観点が大事。事業にも地域にも
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プラスとなるようなものであるべき。

・ バブル経済崩壊の分析とは分けて議論した方がよい。どこを評価していくのか、
次に活かすためにも、プラス、マイナス分けて議論していかないといけない。

・ リゾートがどう作られどう評価するかを検討しなければならない。トマムはリ
ゾート法施行以前の８３年から施設ができており、リゾート法がなくても事業は進
んでいたと思う。リゾート法による影響は何か。

・ リゾート法ができて、これからはリゾートの時代ということになった。これが、
建設の一つのインパクトになったのではないかと思う。

・ リゾート法が後押ししたねらいはどこにあったのか、はっきりさせた方がよいの
ではないか。

・ リゾート法は社会的なムーブメントだと思う。社会はブームがないと動かない。
弊害がある場合もあるが、ブームがないと社会が前に進んでいかない。バブルは崩
壊しても、当時はその後持ち直すというマインドが日本中にあった。今のようなこ
とになるとは誰も予測できなかった。

・ リゾート法は、１週間程度の休暇を前提に家族４人が４泊５日程度の長期滞在を
楽しむことを目的としていたが、社会が変化してきている中でリゾート法がどうい
う役割を持つかということだと思う。これからは、みんなの地域振興がこれででき
るというような要素を含めることが重要。リゾート法はとてもいい形でできたが、
デベロッパーがゴルフ場を上手に作る手法を見つけてゴルフ場をどんどん作った。
当初のゴルフ場の開発問題に関して言えば、リゾート法にはチェック機能がついて
いない。米国では、リゾートは次世代型都市と言われている。リゾートは単にイン
フラを整備するだけではなく、滞在型となるような地域づくりをしている。道路を
作るだけではなく、住み良い環境づくりや交通料金の問題も重要。

・ リゾート法ができて素晴らしいと思った。それまでは数の論理で都市ばかり機能
が充実していったが、リゾート法によって過疎地域における地域づくりの進め方が
示された。このことが、この法律の最大の目的だったのではないかと今思う。少子
高齢化により都市への一極集中は益々進む。都市再生が言われているが、都市は何
も言わなくても自然に進んでいく。過疎地域こそこういう制度がないとだめ。

（ケーススタディ２：三重）
・ 全国第１号承認として力を入れてきた。三重県の整備状況は全国と比べて良い方
だと思う。特に公的施設の整備が進んでいる。景気低迷により民間の投資意欲はし
ぼんでいる。

・ これからのリゾートは、利用のし安さや既存施設の有効活用が大事。経営者の創
意工夫がまず第一だが、公共としては国民のニーズの把握やアクセス整備などが求
められるのではないか。

・ 移動コストの低減は何とかならないか。外国人が日本に来るときにはオールジャ
パンパスというのがある。三重県も南部に行くときには高速代が高い。リゾート法
の中に景観も良くするような手法があると良い。

・ 日本の移動コストは異常に高い。これでは、観光地に人が来ない。

・ おかげ横丁やスペイン村は本当にリゾート施設なのか疑問。

・ 米国のリゾート地オーランドでもテーマパークは大小４０ほどある。その中の中
核的施設がディズニー。リゾートのファクターではあると思う。

・ 施設単体で考えるのではなく、サンベルトゾーン全体としてリゾートだと思う。

・ 三重県がトマムと違うのは、従来から観光客が沢山来ている地域にリゾートを整
備しようとしている点。東紀州地域に観光・リゾート客を呼ぼうということが一つ
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にあると思うが、この地域は半島振興法でもなかなか進展していない。半島を一回
りする道路をまず整備することが必要。紀勢線が開通したときにはこの地域の来訪
者が増えた。また、リゾート整備のためには、既存観光施設の経営者の意識改革も
必要。

・ 東紀州地域においては、「紀伊山地の霊場と参詣道」という名称で世界遺産の登
録を目指している熊野古道を中心に、グリーンツーリズムなどを地道に整備してい
いく。

・ 人間には、行動、自然、文化の３つの享受欲求がある。三重県は自然が豊かだが
この享受欲求に対応した施設がなかった。合歓の郷や鳥羽展望台など自然と文化を
ミックスして体験できる施設が安定して人気があるのではないか。

・ 今後の進め方については事務局と座長、副座長で少し検討していきましょう。

☆ 第３回：平成１４年１月３１日（火）１６：００～１８：００

○ 議事概要
■フランス政府観光局カトリーヌ・オーデン局長より「フランスにおける観光リ
ゾート」について講演
■フリーディスカッションにおける委員からの発言概要

・ 法律が悪いのではなく、役人やデベロッパーにリゾートの本質を理解している人
がいなかったのが問題。リゾートをてこに地域振興を図るために６省庁が協力して
リゾート法を作るまでは良かったと思うが、法律を使う側に問題があったことを考
えると時期尚早だったかもしれない。しかしながら、リゾートは使い方によっては
地域にとってかなり有効な手段となるのではないか。

・ 外国型の長期滞在というものに日本の社会がついてこれなかった。地域により条
件が異なるのに一律化しすぎたことが問題。条件の違いによりリゾート法を使う方
がいいのか否かガイドラインがあっても良いのではないか。

・ 環境破壊を防ぐような計画論的な手法をリゾート法に組み込むこと、官と民の
パートナーシップをうまく進めていくようなガイドライン的なものを整備すること
がポイントになるのではないか。また、アカウンタビリティが確保できることも必
要ではないか。

・ 国際的な観点を取り入れて、アジアの中で発言できるようなリゾート政策を掲げ
て欲しい。具体的には、消費者の観点、事業者の観点、地域開発の観点がある。ア
ジアのリゾートと日本のリゾートがどのように競争するのかの枠組みを提示してい
かなければならない。また、国土の自然を保護するためにリゾートが必要という観
点があっても良いかもしれない。

・ 観光、リゾート、交流といろいろな言葉が使われるが、いずれも地域振興の面か
ら非常に強く期待されている。リゾート法は、需要を生み出すことと受け皿を作る
ことを両方やらなければならなかったが、前者ができなかった。これが最大の問題
であり、欧米にあって日本にないものが長期休暇。これまでの施設と同じようなも
のを作るのでは需要がシフトするだけで、新しい需要が生み出せない。長期休暇や
低廉な宿泊といったソーシャルツーリズム的な政策をしなければならなかったと
思う。

・ リゾート法を振り返るとやはり暴走気味だったと思うが、経済状況の変化により
その原因であった金余りという要素は落ちてきた。リゾート地として目指された土
地のうまくいかなかった理由の一つは、観光地との連携が欠けていたことだと思う。
自治体のなかには、観光地でないところにリゾートを開発していくというところも
あった。効率的にしっかりしたリゾート整備を進めるには観光地との連携による魅
力の集積が必要。また、リゾート法の国会決議で休暇制度の充実があったが、柔軟
な休暇制度の充実も是非必要。
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・ リゾート法は良かったと思う。評価は短期的にするのではなく、５０年ぐらいの
単位で国家の政策上どう位置づけるかという見方が重要。そういう意味で、本来投
資の対象とならない地方において基盤整備が行われる仕組みを作った、日本人のク
オリティ・オブ・ライフを担保できる方向を示したという意味では評価できる。し
かしながら、関係者にリゾートマネージメントの教育がなされていなかったり、役
所ではリゾートの重要な要素となるギャンブル等が排除されてしまうなど、トータ
ルシステムができていない。

・ フランスでは、観光・リゾート政策が非常に総合的かつ一貫性を持って行われて
いる。また、例えば熱海ではリゾートが駄目だから今度はリタイアメント・マン
ションだということで一斉に激しく振れてしまうが、バランス感覚が大事だと思う。
リーダーシップや知性が欠如していることが問題なのであって、リゾート法が恨ま
れることは全然なく、むしろ今後充実強化していくべきではないかとも思う。

・ リゾート法の趣旨は非常に良いが、優遇措置は活用しづらい面もある。資金面に
ついては借入期間を３０年ぐらいに長くして欲しい。固定資産税の減免など議会手
続き等も時間がかかる。土地関係の規制緩和については、自治体も協力的で効果が
あった。全体的には、リゾートというものの認知度が高まったことと、施設や道路
などのモノが残ったことは、リゾート法の効果だったのではないか。

、 、 、 、・ ワインを中心としたリゾート作りということで キャンプ場 宿泊施設 ワイン村
ゴルフ場等の点的施設を線で結んで面的なリゾート整備を進め誘客を図った。立地
条件がいいこともあり、成功している。

・ 計画立ち上げ自体はリゾート法ができる前なので関係がないが、リゾート法に
よってその後の事業計画が促進されたという面はあると思う。また、固定資産税の
減免や無利子貸付、関連の道路整備は効果があった。

・ 地理的条件の良い地域では民間施設でかなり成功しているところがあるが、大都
市圏から遠く条件の悪い地域では、地元の雇用確保や来訪者による消費で地域振興
が期待されたが、民間施設の整備も少なく厳しい。

・ リゾート法があるから事業をやるということはなかったが、リゾート法によって
リゾートに注目が集まった結果、集客面や知名度向上の面で効果があった。

☆ 第４回：平成１４年４月２日（火）１４：００～１６：００

○ 議事概要
■梅澤座長より、米国ラスベガスのテーマパークホテルと都市開発戦略について紹
介
■フリーディスカッションにおける委員からの発言概要

・ 米国では、近い将来にリゾートブームが到来するといわれている。ベビーブー
マー世代が次第にリタイアを迎えて、何かを探し求める旅というものが増えていく。
日本のリゾートのあり方については、もう少し住民が関与できたらいいのではない

。 、 、 （ ）かと思う 米国では リゾート整備が行われる際には 地域 ローカルコミュニティ
全体で盛り上げていこうという気運が高まる。それが地域づくり。全てのリゾート
施設には無理だろうから、選択的になってもやむを得ないのではないか。

・ 華やかなラスベガスの裏には、カジノ・ディーラー学校、ホテル学校、ゲーミン
グ学校など、人材育成の仕組みがある。日本は、施設整備はするが、しっかりした
人材育成の仕組みがあまりない。また、ラスベガスにおいては、集客のために相当
程度の費用を使って自治体がコンベンションの誘致を積極的に行っているが、こう
した戦略的な取り組みも日本にはあまりない。

・ 日本のリゾート業界でも価格破壊を行って集客に努め、魅力を高めていくという
発想が欲しい。今までは、料金が高く、広く国民に利用してもらうという視点が欠

。 、 、けていたと思う 心のゆとりが求められるなど 将来的にリゾートは必要なのだから
ターゲットは広い国民層にすべき。
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・ ラスベガスは日本の旅行業者にとっては、リゾート地ではなくエンターテインメ
ントシティである。パリ、ベニス、ルクソールなどに似せた施設があり、本物のパ
リ等へ行けない人にとってはいいところ。ラスベガスは、広大な敷地や全体として
みれば莫大な資金、バックヤードのノウハウなどがあって成功したのであり、日本
では敷地の問題や建設費の問題がありこのようなやり方が成功するかは疑問。

・ これからのリゾート整備で広く国民の需要を喚起するには、国民が何を望んでい
るかを把握すること（マーケティング）が重要。また、東京ディズニーランドは成
功しているが、シーガイアは経営が厳しいなど、首都圏の３，０００万人という後
背圏の認識も重要。地方分権を踏まえると、全国一律に作るのではなく、首長が是
非やりたいというところに、定住、半定住、交流の３類型の人々を想定し都市整備
を念頭にリゾート事業を行っていくことが望ましい。リゾート法は基本構想の数が
多すぎ、多少上手く機能したとはいえないが、今後もリゾート事業に国のバック
アップが必要であることに変わりはない。

・ 地域にとってモノを作る産業の誘致はもう無理であり、地方に雇用の受け皿とな
。 、るサービス産業を育成し地域振興を図っていくというのはいいことだと思う ただし

リゾートというのは、サービス産業の中にある観光の、更にその中のものであるが、
定義がはっきりしない。リゾートという言葉を使う積極的な意義をはっきりさせる
ことが必要ではないか。

・ ラスベガスのような都市整備はなかなか日本では難しいと思う。昨今の日本のリ
ゾート整備については、急激すぎて国民もついていけなかったのではないか。観光
（ツーリズム）は周遊して文物を見たり体験したりすることであるが、リゾートは
「滞在」することが核であり、そのことこそがこれまでの日本に欠けていたライフ
スタイルである。ただし、リゾートの概念は捉え方が様々なので整理する必要があ
るのではないか。地域振興の観点からは、１週間という長期滞在でなくとも、週末
の気軽な滞在を年に何回もということも考えられる。箱根、那須、伊豆などは、こ
のような週末滞在の適地。地域の歴史、文化等を大事にしていくことも重要。

・ 定義について言うと、リゾート、レクリエーション、レジャーはほとんど同じだ
と思う。あえて分類するとすれば、リゾートは空間、レクリエーションは活動、レ
ジャーは時間の関連で捉えやすい。いずれにしても、労働者のストレスを発散し、
明日の心のゆとりを取り戻すためのものであり、単なる滞在ではないと思う。他方、
地域振興の観点からも何をすべきか定義していくことが必要であろう。

・ リゾートはバカンスを過ごす場所の一つと思う。ヨーロッパでは、リゾート地で
人生が起こると言われるように、バカンスなりリゾート活動はライフスタイルの中
の重要な一部分である。これまでこのような活動は、金持ち層が主であったが、こ
れを大衆にも広げようということが重要だったと思う。新しいマーケットにもなる。

・ ラスベガスは、９０年に入って３泊４日を基本設定として１週間に２回転させ、
ホテルの１００％稼働を実現している。投資回収も３年という短期間であり、産業
論としてこのようなビジネスモデルが重要な意味を持つ。また、日本でもラスベガ
スのように価格破壊をしなければいけない。ラスベガスにおけるテーマパークホテ
ルの事業税はエンタープライズゾーンの中で無税であるし、世界のリゾート開発に
ついては、銀行融資は１０年据え置きが常識。

・ 米国では、３泊４日のリゾート活動をする場合、主体的な行動をする。例えば、
食事について言えば、自炊する、レストランに食べに行く、ホテルで済ますなど、
自分たちで主体的に決める。日本では、これが旅館の中で食べなければいけないと
ころが少なくない。リゾート法を法として行う一番の目的は、民間でできないこと
をやることではないか。例えば、沖縄に行くとしても旅行費用が高く、海外に行っ
た方が安い。旅行費用を安くするための仕組みを作れないのか。

・ リゾートには何回も来てもらいたいが、来てもらうためには楽しくないと駄目。
そのためには、いろいろな遊びを提供していかなければならない。他方、民間はビ
ジネスとして行っているので、キャッシュフローが一番大事である。１社１社が個
別にリゾート開発をするという日本の姿は少し異常である。リゾート開発にはたく
さんの人が関与すべきであり、そのためには法律が有効である。また、欧米には別
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荘で節税をしたり、１週間の滞在で医療保険がでるなどの措置がある。

・ 地域開発との調和という観点からすると、ハウステンボスは環境との共生に力を
いれてきた結果、ハヤブサが棲み着くなど生態系が復活するようになったことは評
価されてよい。しかし、こうしたことを経営に反映することが難しいというところ
にリゾート事業の厳しさがある。

・ リゾートはこれからも大事であり、消費者側の志向・動向を踏まえて、供給・地
域側でいろいろなリゾート整備をすることが望まれる。地域にとっては、工場の誘
致よりも人を誘致することが重要になってきている。リゾートをビジネスとして捉
えた場合には、開発・建設で力を使い果たすところも少なくない。融資については、
償却期間が長いリゾート開発の特性に鑑み、たとえば３～５年据え置き、２５～
３０年返済といった方法など、製造業中心の民間投資とちがう手法も必要である。
リゾート事業の経営環境は厳しい。

・ 米国では、公と民の役割分担ができており、ＤＲＩ法では、一定規模までの開発
には公共がインフラを整備するが、一定規模を越えると開発業者がインフラを整備

。 、 、することを義務づけている 米国では １社単独で大規模開発するということはなく
土地造成会社、建築会社、運営会社等に分かれており、それらが一体となって開発
を進めている。

・ ラスベガスにしても、表では競争しても裏では協調している。バリ島はマスター
デべロッパー方式を採用しているし、米国オーランドもディズニーワールド開業に
あわせて国際空港をオープンするなど、地域における連携が良くできている。また、
ラスベガスは１００％稼働だから、航空運賃やレンタカー料金などいろいろな面で
料金が割安になっている。

・ 本懇談会のカバー外かもしれないが、リゾート客を増やすには、子供がリゾート
に加わることが重要であり、７，８月に子供の時間的余裕ができる９月入学が良い。
また、カジノがリゾート地でできるようになると良い。外国のリゾート地ではカジ
ノができるところが少なくない。

・ カジノは刑法上の問題があり難しいと思う。先ほど話題になった事業用地の税の
減免については、日本でも同様の制度はある。また、航空運賃などは運賃自由化に
より最近では相当程度下がってきているのではないか。

・ 今後新しいリゾート開発は難しいと思う。リゾート開発は償却期間が長く、銀行
が融資してくれない。既存のリゾート施設をつぶさずに運営していくことが重要だ
と思う。

☆ 第５回：平成１４年６月６日（木）１４：００～１６：００

○ 議事概要
■安島副座長より、諸外国のバカンスについて紹介
■フリーディスカッションにおける委員からの発言概要

・ 年間労働時間は減少しているが、国内旅行者数や消費支出は停滞している。他方、
海外旅行だけは増加している。こういう現状をどう理解したらよいかが一つのポイ
ントではないか。個人的には、休暇制度は必要条件ではあるけれども十分条件では
ないような気がする。

・ 海外旅行が増えているというのは、お金があって出世も求めない未婚の若者達が
有給休暇をたくさん取って行っているということではないか。メインターゲットで
ある家族旅行については経済システム全体の中での休暇制度というものを考えてい
かなければならないように思う。その国の経済の発展段階ということも重要で、欧
米諸国がリゾートをやっていた時代というのは３０年代～６０年代で一国内の均衡
だけを考えていればよかったが、８０年代後半に日本がリゾートを進めたときには
グローバル化が進んでおり、国際競争を考えなければならなかった。そういう視点
がリゾート法に欠けていたのではないか。
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・ 海外旅行は、若者のほかに、最近多いのはリタイアして退職金をたくさん持って
いる老夫婦。しかし、今後退職金も減らされたりしてこの傾向がどうなるかわから
ない。

・ 労働時間が減少しても休みが伸びているのはわずか１日か２日だから、時間と旅
行の関係にまだあまり影響が生じていないと思う。欧州のバカンスは、域内の国際
化には非常に影響されており、誘客については国際競争でもまれている。日本にお
いては、円高の問題もあって、国内のリゾートではなく相対的に安い海外のリゾー
トへの客足が増えた。リゾートと言えばハワイだったが、８０年代後半からは海外
旅行雑誌に「リゾート」のページができて海外でリゾートという概念ができてきた。
経済が低迷しているからこそ、休暇を増し、時間を必要とするリゾートのような新
しいサービス産業を育成することが必要。

・ 今後のリゾートのあり方を考えるに当たっては、今現在のデータだけではなく、
予測というものも重要ではないか。今まで海外旅行を十分に行ってきた若者のよう
に、海外に飽きたり、逆に日本の良さに目覚めたりして、日本をもっと知りたいと
いう動きが始まりつつある。したがって、今までのデータプラス社会の動きの予想
の中で、こういうものが重要じゃないかという言い方をした方が良いと思う。

・ そのためにも、ドイツのように美しい国土を作ろうというムーブメントが先にな
いと、せっかくお客が来てもがっかりしてしまう。

・ マスタープランの作成、推進体制の再構築、人材育成等が重要であるのはもちろ
んだが、どのような事例が良いのか具体的に示してやれば地元においても理解しや
すいのではないか。また、料金の低廉化について、民間が利益最大化の過程におい
て行うのは当然だが、例えば旅行小切手や旅行基金のように、公共で取り組むよう
なことはないか。あれば、地方の工夫を促すために紹介したらどうか。

・ 料金の低廉化に一番役立つのは、連続休暇を増すこと。マーケットを広げて休み
を平準化すればかなり値段は下がる。今は、オフが売れないから、みんなが行く
ピークが高くなってしまう。サービス業は時間ビジネスだから、全体に時間需要を
平準化すれば料金は下がる。

・ 周年フル稼働すれば料金は大幅に下がる。米国では、リゾート都市、航空業界、
ホテル業界、レンタカー業界等が連携して１年中フル稼働できるようにしているか
ら大幅に安くできる。それがまたマーケットを大きくしている。日本ではこのよう
な例はあまりないように思う。

・ 料金システムについては、日本は１室いくらという料金体系になっておらず、泊
食分離も進んでいない。これは、諸外国と比べると異常な形である。国民宿舎や国
民休暇村といった公営のものは、旅館のような制度ではなく、早く新しい仕組みを
作ってモデルとなって欲しい。

・ 米国には、高齢者向けにAARP(American Association for Retired Persons)というのが
あって、安いチケットや割引カードを発行している。また、個人の旅行代理店が非
常に発達していて、人気のある代理店は人数が多く集まるので非常に安いツアーを
販売している。

・ 日本でも競争が激しくなっている航空分野では料金が安くなっている。休暇が平
準化して小グループの旅行になればコミューター航空などによる安いツアーができ
てくる可能性があると思う。リゾート法だけで国民が満足するリゾートを作ろうと
するのが難しかったという共通認識が必要で、国民が要求しているリゾートとは何
かをもう一度概念整理する必要がある。この法律の一番の問題点は、肝心の滞在居
住施設に関するバックアップシステムが何もなかった。居住施設は、別荘、コンド
ミニアム等色々あるが、それをどうやって整備していくかということを議論するこ
とも必要。

・ 国民のニーズというものがわかりにくい。現実には１泊とか２泊が主流という中
で、滞在型のニーズをどうとらえるか。こうしたニーズを踏まえた上で、地域が主
体となって、ＮＰＯ等と協働しながら整備していくということだと思う。
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・ 時間を遊びの中にどう使っていくかということが非常に大事で、これが大きな産
業になる。一部祝日の３連休化によって人々の動き方が全然変わり、まさに時間が
産業を生んでいるという感じがする。その辺からやっていかないと、本当の意味で
の滞在型の促進や地域振興は達成されないのではないか。事業者側としては、滞在

、 。型を促進するために 価格の問題とメニューの提供について一生懸命取り組んでいる

・ 労働時間は減少しているが、それは日々の労働時間が減少しているだけで、まと
まった休暇に結びついていないので大きな消費につながらない。欧米のようにバカ
ンス法で４週間休めというのではなく、日本型の休ませ方があるのではないか。そ
れが新たな産業を生んでいく。

・ 料金低廉化の２つの方法は、たくさんの人に来てもらうか、コストを下げるかの
どちらか。泊食分離は、今の旅館の売り方に問題があるわけで、地中海クラブのよ
うに１泊３食付でうまくいっているところもある。また、お客さんに対する旅行代
理店の影響は大きいが、旅行代理店の安いパッケージツアーは殆どが周遊型のもの
で、滞在型のプランはほとんどない。個人旅行にしたら交通費も宿泊代も高くなる
ので、結局このようなパッケージツアーに参加することになる。

・ 米国はラスベガスのように業界全体で安いツアーを提供して需要を創造している。
中国は国ぐるみで大型連休を促進している。日本もこうした動向を十分に考えなけ
ればいけない。

☆ 第６回：平成１４年１２月３日（火） １０：００～１２：００
○ 議事概要
■事務局より総合保養地域に関する懇談会報告書（案）について説明
■フリーディスカッションにおける委員からの発言概要

・ これからは住民が主体で、その住民が頑張れるために行政が何をするか、民間が
何をするか、そういう役割をきちっと決めてパートナーシップでやることが重要で
あると考えている。

・ 最近は地方自治体の小さなところも、自分達に残された文化的な資源や自然資源
を有効に活用しようとしている。また、今まで資源として存在しなかった人材につ
いても、見直しがされてきている。畑を耕していた主婦も人材となり、ボランティ
アとして、あるいはＮＰＯを通して、ある意味での対価効果を持ったサービスを提
供しているのかなという感じがする。このような人材や資源の活用の仕方が、まさ
にこの法律の精神にあるようなものに変わってきているのではないか。

・ 「民活」という法制定当時の概念があったと思う。そこが大規模な開発というイ
メージを生み出したことは事実だと思う。運用の面、あるいは国民の受け止め方の
中で 「民活」という言葉が先行して走ってしまったようなところがあると思う。、
問題として、フィージビリティ・スタディをきちんとやるはずであったものが、
極めてずさんだったと思う。フィージビリティ・スタディをきちんとチェックする
システムを書き込むべきではないか。

・ 法律というものはその時代背景があって出てきたもので、運用は別として、その
ときの意図自体はそう間違っていたものではない。経済発展を終えた後、国民が欧
米並みに長期休暇をとるようにしたいという意向があった。また、地域格差も広
がってきていた。そこで、大型というのは豪華という意味ではなくて、ある意味の
リゾートの開発をすることとした。ラングドックのようなものが頭にあったのかも
しれない。ただ、みんながゆっくり休めて、ゆとりのある生活をするのがよいので
はないかということ自体は、その当時の目的であったと思うし、そのこと自体は悪
くなかったと思う。

・ 今後残していくところをどこにするかということを考えていった方が、先行きに
はプラスではないか。この報告書は非常に大作・力作ではあるが、このこと自体が
物を生むわけではないので、この先、反省といいますか、手続をきちっとやって、
逆に今後、これに当てはまる部分をどうしていくかということを考えた方が生産的
ではないかと思う。
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・ 連続休暇を取得しやすい環境づくりが重要である。有給休暇の消化率という言葉
をなくし、有給休暇は完全消化するのが当たり前という風潮に向かいつつある状況
なので、この機を捉えて、あっちこっちから声を上げていただきたいと思う。

・ 実際に物ができ始めてから１５年近くがたって、そのときにできたストックがだ
んだん老化してきていると思う。使われないものがあると思うが、それをもう少し
生かしていくなり、ストックとして有効に活用していくなり、そういうこともどこ
かで必要かなと思う。

・ 問題が生じた事例と順調な事例の分かれ道はニーズの把握にあったと思う。問題
が生じた事例を見ると、供給サイドの発想に立った計画になってしまった。そうい
う意味で、進行していない計画について、廃止まで含めて基本構想の見直しを打ち
出された。この点は非常に適切だと思う。ニーズの把握という点については、私と
してはフィージビリティ･スタディのくだりをもうちょっと強調してもらってもよ
いのではないかという気がしている。
それから、問題があるのではないかという声が出ていたにもかかわらず暴走して
しまったような計画もあったので、それを抑えるために今回出された政策評価、こ
れも適切だと思う。
全体的に、地方主体といいますか、これからは地方の考え方を中心にして進めて
いくという考え方も賛成である。

・ 民間の農村交流のところの話もそうだが、恐らくそこに総合的なプロデューサー
やリーダーみたいな人材がいたところは、そこそこ進捗しているのかなというふう
に感じた。

・ 今日は最終回なので、具体的な修正及びその後の報告書の取扱いにつき、座長・
副座長と事務局に御一任いただきたいと思うが、いかがか。

〔 異議なし」の声あり〕「
ありがとうございました。
それでは、御指摘の点を踏まえて取りまとめをさせていただきたい。よろしくお
願いいたしたい。

以上


